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第第１１２２章章  

ササーービビスス貿貿易易 

１１．．  ルルーールルのの概概観観  
  

（（11））ルルーールルのの背背景景  
  
サービス貿易とは、金融、運輸、通信・コンピュータ・情報サービス、建設、流通、旅行、知的財産等のサービ

スの国際取引のことである。「経済のソフト化」あるいは「経済のサービス化」は着実に進展し、1970 年代以降、

世界全体で GDP に占めるサービス産業の割合はほぼ一貫して増加する傾向にあり、また、全産業の雇用者数に占

めるサービス産業の雇用者の割合についても拡大傾向にある。一方で、サービス貿易においては、物品の貿易とは

異なり、GATT における関税のような国境措置は存在せず、水際における措置よりサービスの提供又は消費にあた

って課せられる国内規制の方が貿易障壁となりやすいといった事情が存在した。このような貿易障壁となる国内規

制については撤廃されることが望ましい一方、これらの国内規制の多くは、国内サービス産業の保護・振興を目的

とするのみならず、文化や伝統の保護、消費者の保護等の公的・社会的目的のために設けられたものであるという

事情もあり、サービスに関する多角的な国際的規律の必要性を求める声はさほど大きくなかった。 
しかしながら、1980 年代以降、金融や電気通信といった分野で規制緩和を進めて競争力を強め、サービスの貿易

に関する国際的な規律作りに向けた取組を続けてきている米国をはじめ、日本を含む先進国はウルグアイ・ラウン

ド交渉にサービス分野を含めるよう主張した。一方、インドやブラジルを中心とする開発途上国側は、当初サービ

ス貿易は GATT の範囲を超えているとして、交渉に含めることに反対していたが、最終的には、ウルグアイ・ラウ

ンドにおいて、サービス分野を多角的貿易交渉に含めることに合意した。 
交渉開始当初、協定の適用範囲、協定に適用される義務・原則、既存の国際ルールとの関係、開発途上国への配

慮等を主要な論点として交渉が行われ、結果として GATT における農業や繊維のように特定の国の利害により一定

の分野が除外されない形で、金融、運輸、通信、建設、流通等広範なサービス分野を対象として、最恵国待遇

（ MFN ） 、市場アクセス、内国民待遇等を規定した「サービスの貿易に関する一般協定」（ General Agreement 
on Trade in Services：以下、「 GATS 」） が、WTO 協定の一附属書として、開発途上国を含むすべての国の参加

を得て、ウルグアイ・ラウンド交渉終結時に合意された。 
 

（（22））法法的的規規律律のの概概要要  
  

①①  44  つつののモモーードド  
GATS は、155 業種（ WTO 事務局分類）を含むすべてのサービス（政府の権限の行使として提供されるサービ

スを除く）の貿易に影響を及ぼす政府の措置を対象としており、これらのサービス貿易を、サービスの提供の態様

（モード）により以下の 4 つの形態に分類している（図表Ⅱ‐12‐1 参照）。 
 

（ア）越境取引：ある加盟国の領域から他の加盟国の領域へのサービス提供 
（イ）国外消費：ある加盟国の領域における他の加盟国のサービス消費者へのサービス提供 
（ウ）商業拠点：ある加盟国のサービス提供者による、他の加盟国の領域における商業拠点を通じたサービスの提

供 
（エ）人の移動：ある加盟国のサービス提供者による、他の加盟国の領域内における自然人を通じてのサービス提

供 
 

417

第
Ⅱ
部

第
12
章

サ
ー
ビ
ス
貿
易

第１２章　サービス貿易



 

418 

＜＜図図表表  ⅡⅡ--1122  --  11  ＞＞  
＜＜図図表表  ⅡⅡ--1122--11＞＞ササーービビスス貿貿易易のの形形態態（（44  つつののモモーードド））  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

■ ● 
 
 
 
 
 
 
 

自然人 ◆ 
 
 
 
 
 
 
 

● ：サービス提供者（自然人又は法人）、▲：サービス需要者（自然人又は法人）、 
■ ：商業拠点、◆：自然人、△：移動前のサービス需要者、◇：移動前の自然人、 

：移動、     ：サービス提供 
 

②②主主要要規規定定のの概概要要  
GATS の義務には、下記のとおり、( a )「すべての分野のサービス貿易に関して守るべき義務」と、( b )「約束を

行った分野のサービス貿易に関して守るべき義務」がある。 
また、国内規制（ 6 条）、緊急セーフガード（ 10 条）、政府調達（ 13 条）、補助金（ 15 条）に関する、( c )

「横断的ルールの交渉義務」の作成について、GATS は、WTO の一機関であるサービス貿易理事会及びウルグア

イ・ラウンド後の将来の多角的交渉に委ねている。これを受けて、国内規制規律については国内規制作業部会

（ 1999 年 4 月に自由職業作業部会が発展改組）、その他の 3 つのルールについてはサービス貿易理事会の下部機

関である GATS ルール作業部会において検討が行われている。 
 

（（aa））すすべべててのの分分野野ののササーービビスス貿貿易易にに関関ししてて守守るるべべきき義義務務  
（（ii））最最恵恵国国待待遇遇原原則則（（  22  条条））  
すべての国に対して同等の待遇（最恵国待遇）を与える義務（第 1 章「最恵国待遇」参照）。 
  
  
（（最最恵恵国国待待遇遇例例外外））  
サービスの分野においては、過去の経緯等によって最恵国待遇をとれない措置（相互主義的措置、二国間協定に

モード 内 容 例 イメージ図 

（ア） 

越境取引 

ある加盟国の領域から他の加

盟国の領域へのサービス提供 

 
《サービスの越境》 

・海外に在住する弁護士か

ら電話で法務アドバイ

スを受ける 

・テレホンセンターの海外

へのアウトソーシング 

 

 

▲ 

サービス需要者 

  

● 

 

サービス提供者 

需要国 提供国 

（イ） 

国外消費 

ある加盟国の領域における他

の加盟国のサービス消費者へ

のサービス提供 

 
《需要者の越境》 

・観光客や海外出張者によ

る現地消費（宿泊、観劇、

電子機器レンタル等） 

・外国で船舶・航空機など

の修理を受ける 

 
  
 

 
 

△ 

サービス需要者 

 サービス提供者 

● 

 
▲ 

サービス需要者 

 

需要国 提供国 

（ウ） 

商業拠点 

ある加盟国のサービス提供者

による、他の加盟国の領域に

おける商業拠点を通じたサー

ビス提供 

 
《商業拠点の越境》 

・海外支店を通じた金融サ

ービス 

・海外現地法人が提供する

流通サービス 

 
 商業拠点  サービス提供者  

 
 

▲ 

サービス需要者 

 

需要国 提供国 

（エ） 

人の移動 

ある加盟国のサービス提供者

による、他の加盟国の領域内

における自然人を通じてのサ

ービス提供 

 
《提供者（自然人）の越境》 

・外国アーティストの招へ

い 

 
   サービス提供者 

● 

◇ 

 

 
 

▲ 

サービス需要者 

 

需要国 提供国 
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＜＜図図表表  ⅡⅡ--1122  --  11  ＞＞  
＜＜図図表表  ⅡⅡ--1122--11＞＞ササーービビスス貿貿易易のの形形態態（（44  つつののモモーードド））  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

■ ● 
 
 
 
 
 
 
 

自然人 ◆ 
 
 
 
 
 
 
 

● ：サービス提供者（自然人又は法人）、▲：サービス需要者（自然人又は法人）、 
■ ：商業拠点、◆：自然人、△：移動前のサービス需要者、◇：移動前の自然人、 

：移動、     ：サービス提供 
 

②②主主要要規規定定のの概概要要  
GATS の義務には、下記のとおり、( a )「すべての分野のサービス貿易に関して守るべき義務」と、( b )「約束を

行った分野のサービス貿易に関して守るべき義務」がある。 
また、国内規制（ 6 条）、緊急セーフガード（ 10 条）、政府調達（ 13 条）、補助金（ 15 条）に関する、( c )

「横断的ルールの交渉義務」の作成について、GATS は、WTO の一機関であるサービス貿易理事会及びウルグア

イ・ラウンド後の将来の多角的交渉に委ねている。これを受けて、国内規制規律については国内規制作業部会

（ 1999 年 4 月に自由職業作業部会が発展改組）、その他の 3 つのルールについてはサービス貿易理事会の下部機

関である GATS ルール作業部会において検討が行われている。 
 

（（aa））すすべべててのの分分野野ののササーービビスス貿貿易易にに関関ししてて守守るるべべきき義義務務  
（（ii））最最恵恵国国待待遇遇原原則則（（  22  条条））  
すべての国に対して同等の待遇（最恵国待遇）を与える義務（第 1 章「最恵国待遇」参照）。 
  
  
（（最最恵恵国国待待遇遇例例外外））  
サービスの分野においては、過去の経緯等によって最恵国待遇をとれない措置（相互主義的措置、二国間協定に

モード 内 容 例 イメージ図 

（ア） 

越境取引 

ある加盟国の領域から他の加

盟国の領域へのサービス提供 

 
《サービスの越境》 

・海外に在住する弁護士か

ら電話で法務アドバイ

スを受ける 

・テレホンセンターの海外

へのアウトソーシング 

 

 

▲ 

サービス需要者 

  

● 

 

サービス提供者 

需要国 提供国 

（イ） 

国外消費 

ある加盟国の領域における他

の加盟国のサービス消費者へ

のサービス提供 

 
《需要者の越境》 

・観光客や海外出張者によ

る現地消費（宿泊、観劇、

電子機器レンタル等） 

・外国で船舶・航空機など

の修理を受ける 

 
  
 

 
 

△ 

サービス需要者 

 サービス提供者 

● 

 
▲ 

サービス需要者 

 

需要国 提供国 

（ウ） 

商業拠点 

ある加盟国のサービス提供者

による、他の加盟国の領域に

おける商業拠点を通じたサー

ビス提供 

 
《商業拠点の越境》 

・海外支店を通じた金融サ

ービス 

・海外現地法人が提供する

流通サービス 

 
 商業拠点  サービス提供者  

 
 

▲ 

サービス需要者 

 

需要国 提供国 

（エ） 

人の移動 

ある加盟国のサービス提供者

による、他の加盟国の領域内

における自然人を通じてのサ

ービス提供 

 
《提供者（自然人）の越境》 

・外国アーティストの招へ

い 

 
   サービス提供者 

● 

◇ 

 

 
 

▲ 

サービス需要者 

 

需要国 提供国 
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基づく優遇措置等）が存在するため、本協定では、一定の要件を満たすことを条件に、 2 条 2 項に基づき当該措置

の最恵国待遇適用除外が認められることとした。認められた措置は、ウルグアイ・ラウンド後の自由化交渉の対象

となるとともに、5 年以内にサービスの貿易に関する理事会の検討に付され、原則として 10 年を超えて存続しては

ならない。 
 

（（そそのの他他協協定定のの規規定定にによよりり最最恵恵国国待待遇遇原原則則がが適適用用さされれなないい場場合合））  
・域内のサービスの貿易を自由化するための協定に加わる場合（ 5 条） 
・域内の労働市場を完全に統合するための協定に加わる場合（ 5 条の 2 ） 
・特定の国において取得されている教育、免許、資格等を自国内でも有効なものとして認める場合（ 7 条） 
・政府機関が政府用として購入するサービスの調達（政府調達）のうち商業的販売のための利用を目的としない調

達を行う場合（ 13 条） 
 

（（iiii））透透明明性性（（  33  条条））  
貿易に関連する法律、規則等は、法律、規則等が公開されていないことも障壁となるため、本協定は、サービス

に関連する法律、規則等の公表を一般的義務としている。これにより、手続の不透明性による障壁を除去できると

ともに、その内容についての交渉を行うことも容易になる。 
 

（（bb））約約束束をを行行っったた分分野野ののササーービビスス貿貿易易にに関関ししてて守守るるべべきき義義務務  
GATS においては、各国が自由化の約束を行う分野と自由化の内容を「約束表」に記載し、その分野の拡大及び

自由化内容の充実は、その後の自由化交渉により図るという漸進的自由化の方法が採られている。本協定の自由化

約束の方法は、各国が上記の 155 の業種及び 4 つの貿易形態のマトリクスに基づいて、自ら自由化を行う分野のみ

を約束表に記載することとなっていることから、ポジティブリスト方式（又はボトムアップ方式）と呼ばれる。約

束表においては、加盟国は、市場アクセス及び内国民待遇に関する条件及び制限に加え、これらの対象とならない

措置であっても「追加的約束」として様々な自由化約束を記載することができる（約束表の記入例については図表

Ⅱ‐12‐2、各国の自由化約束及び最恵国待遇免除登録の状況は図表Ⅱ‐12‐3 及び 4 参照）。我が国は、およそ 
100 の分野について何らかの自由化約束を行うとともに、一切の免除登録を行うことなくすべての分野で最恵国待

遇義務を果たしている。 
  

（（ii））市市場場アアククセセスス（（  1166  条条））  
本規定は、加盟国がとるべきでない措置の類型として、①サービス提供者の数に関する制限、②サービスの取引

総額又は資産総額に関する制限、③サービスの総産出量に関する制限、④サービス提供者の雇用者数の制限、⑤企

業形態制限、⑥外資制限等の 6 種類の措置を限定的に列挙している（具体的な例については図表Ⅱ‐12‐5 を参

照）。 
加盟国は、各サービス分野及びモードについて、これらの措置をとらない旨の約束を行うか、全面的に又は部分

的に留保を行うかを、国別約束表に明記することとなっている。各国は、これらの列挙された措置以外の措置はも

ちろんのこと、留保している措置も協定の他の条項に違反しない限りとることができる。 
なお、本規定は、結果としての市場アクセス（市場シェアの確保等）を担保するものではない。 
 

（（iiii））内内国国民民待待遇遇（（  1177  条条））  
他の加盟国のサービス及びサービス提供者に対して内国のサービス及びサービス提供者と比して不利でない待遇

を与えるという原則である（第 2 章「内国民待遇」参照。具体的な例については図表II – 12 – 6 を参照）。 
内国民待遇の付与も、具体的な約束によって内容が決まる義務である。すなわち、各国は、それぞれの分野につ

き内国民待遇の義務を受け入れるかどうか、交渉を通じて決めることができる（例えば銀行業については、内国民

待遇を付与しないとすることも可能）。 
また、受け入れる場合にも、内外差別的な措置を一定の範囲でとることを留保することができる（例えば、銀行

業について預金業務を除き内国民待遇を付与するとの約束も可能）。留保を行った際には、それを国別約束表に掲

げなければならない。 
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（（iiii））追追加加的的約約束束（（  1188  条条））  
市場アクセス（ 16 条）及び内国民待遇（ 17 条）の対象となっていないサービスの貿易に影響を及ぼす措置につ

いて、各個別の交渉などを受けて加盟国の約束の対象とすることができる。 
 

（（iiiiii））国国内内規規制制（（  66  条条））  
加盟国は、特定の約束を行った分野において、サービス貿易に影響を与えるすべての措置が、合理的、客観的か

つ公平に運用されることを確保する。 
  

（（iivv））支支払払及及びび送送金金（（  1111  条条））  
国際収支及び対外資金に関して重大な困難が生じている場合などを除き、加盟国は、本協定の下での特定の約束

に関連する経常取引のための国際的支払及び送金に関する制限を適用してはならない。また、国際収支を擁護する

場合及び IMF の要請に基づく場合を除き、特定の約束に関連して上記制限を行わない限りにおいては、IMF 加盟

国の権利及び義務は、本協定のいかなる規定の影響も受けない。 
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（（iiii））追追加加的的約約束束（（  1188  条条））  
市場アクセス（ 16 条）及び内国民待遇（ 17 条）の対象となっていないサービスの貿易に影響を及ぼす措置につ

いて、各個別の交渉などを受けて加盟国の約束の対象とすることができる。 
 

（（iiiiii））国国内内規規制制（（  66  条条））  
加盟国は、特定の約束を行った分野において、サービス貿易に影響を与えるすべての措置が、合理的、客観的か

つ公平に運用されることを確保する。 
  

（（iivv））支支払払及及びび送送金金（（  1111  条条））  
国際収支及び対外資金に関して重大な困難が生じている場合などを除き、加盟国は、本協定の下での特定の約束

に関連する経常取引のための国際的支払及び送金に関する制限を適用してはならない。また、国際収支を擁護する

場合及び IMF の要請に基づく場合を除き、特定の約束に関連して上記制限を行わない限りにおいては、IMF 加盟

国の権利及び義務は、本協定のいかなる規定の影響も受けない。 
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＜＜図図表表  ⅡⅡ--1122--22  ＞＞約約束束表表のの記記入入例例  
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＜＜図図表表  ⅡⅡ--1122--33  ＞＞  主主要要各各国国ののササーービビスス自自由由化化約約束束状状況況1  

サービスセクター分類 米
国 

中
国 

Ｅ
Ｕ 

カ
ナ
ダ 

韓
国 

香
港 

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル 

マ
レ
ー
シ
ア 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア 

タ
イ 

豪
州 

フ
ィ
リ
ピ
ン 

イ
ン
ド 

日
本 

1.実務 
サービス 

A.自由職業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ 
B.コンピュータ関連 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ 
C.研究開発   ○ ○ ○  ○ ○ ○  ○  ○ ○ 
D.不動産 ○ ○ ○ ○  ○     ○   ○ 
E.レンタル/リース ○  ○ ○ ○ ○  ○  ○ ○ ○  ○ 
F.その他 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ 

2.通信 
サービス 

A.郵便                    
B.クーリエ ○ ○  ○  ○    ○  ○          ○      
C.電気通信 ○ ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  
D.音響映像 ○ ○      ○  ○  ○  ○    ○      ○  ○  
E.その他                             

3.建設・エ

ンジニア リ 
ング 

サービス 

A.ビル建築 ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○   ○ 
B.土木建設 ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ 
C.設置、組立 ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○   ○ 
D.仕上作業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○   ○ 
E.その他 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○     ○ 

4.流通 
サービス 

A.問屋 ○ ○ ○ ○ ○     ○ ○   ○ 
B.卸売 ○ ○ ○ ○ ○      ○   ○ 
C.小売 ○ ○ ○ ○ ○ ○     ○   ○ 
D.フランチャイズ ○ ○ ○ ○ ○      ○   ○ 
E.その他  ○  ○           

5.教育 
サービス 

A.初等教育   ○ ○       ○    ○ 
B.中等教育  ○ ○       ○ ○   ○ 
C.高等教育   ○ ○         ○   ○ 
D.成人教育 ○  ○ ○       ○     ○ 
E.その他 ○ ○ ○        ○    

6.環境 
サービス 

A.汚水処理 ○ ○ ○ ○ ○     ○ ○   ○ 
B.廃棄物処理 ○ ○ ○ ○ ○     ○ ○   ○ 
C.公衆衛生 ○ ○ ○ ○      ○ ○   ○ 
D.その他 ○ ○ ○ ○ ○     ○    ○ 

7.金融 
サービス 

A.保険関連 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
B.銀行及びその他金融 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
C.その他               

8.健康関

連・社会事

業サービス 

A.病院 ○  ○      ○     ○ ○ 
B.人間健康関連   ○        ○    
C.社会事業   ○            
D.その他   ○            

9.観光・旅

行関連サー

ビス 

A.ホテル・飲食店 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
B.旅行業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
C.旅行ガイド ○  ○  ○  ○    ○   ○ 
D.その他 ○  ○       ○     

10.娯楽、文

化、スポー

ツサービス 

A. 興 行  ○   ○       ○          ○ 
B.通信社 ○  ○        ○   ○ 
C.図書館、博物館等 ○  ○   ○ ○       ○ 
D.スポーツ等 ○  ○     ○  ○ ○   ○ 
E.その他               

11. 運送サー

ビス 

A.海上運送  ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ 
B.内陸運送  ○ ○           ○ 
C.航空運送 ○ ○ ○ ○ ○     ○ ○ ○  ○ 
D.宇宙運送                     
E.鉄道運送 ○  ○  ○  ○            ○    ○    ○  
F.道路運送 ○  ○  ○  ○  ○          ○  ○  ○    ○  
G.パイプライン輸送   ○        ○   ○ 
H.運送補助 ○ ○ ○ ○ ○     ○ ○ ○  ○ 
I.その他   ○  ○          

12.その他サービス   ○     ○       
 

 
1 ○印は、何らかの自由化約束が行われているセクターを示す。ただし、○印を付したセクターにおいても、セクターの一部についてのみ自由化約束を

している場合や、内国民待遇に反する措置や市場参入を制限する措置を留保している場合があり、本表は直接的に自由化の程度を示すものではない。

なお、WTO 事務局分類は、上記分野より更に詳しく、すべてのサービス業を 155 業種に分類している。 
422

第Ⅱ部 WTO 協定と主要ケース



 

422 

＜＜図図表表  ⅡⅡ--1122--33  ＞＞  主主要要各各国国ののササーービビスス自自由由化化約約束束状状況況1  

サービスセクター分類 米
国 

中
国 

Ｅ
Ｕ 

カ
ナ
ダ 

韓
国 

香
港 

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル 

マ
レ
ー
シ
ア 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア 

タ
イ 

豪
州 

フ
ィ
リ
ピ
ン 

イ
ン
ド 

日
本 

1.実務 
サービス 

A.自由職業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ 
B.コンピュータ関連 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ 
C.研究開発   ○ ○ ○  ○ ○ ○  ○  ○ ○ 
D.不動産 ○ ○ ○ ○  ○     ○   ○ 
E.レンタル/リース ○  ○ ○ ○ ○  ○  ○ ○ ○  ○ 
F.その他 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ 

2.通信 
サービス 

A.郵便                    
B.クーリエ ○ ○  ○  ○    ○  ○          ○      
C.電気通信 ○ ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  
D.音響映像 ○ ○      ○  ○  ○  ○    ○      ○  ○  
E.その他                             

3.建設・エ

ンジニア リ 
ング 

サービス 

A.ビル建築 ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○   ○ 
B.土木建設 ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ 
C.設置、組立 ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○   ○ 
D.仕上作業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○   ○ 
E.その他 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○     ○ 

4.流通 
サービス 

A.問屋 ○ ○ ○ ○ ○     ○ ○   ○ 
B.卸売 ○ ○ ○ ○ ○      ○   ○ 
C.小売 ○ ○ ○ ○ ○ ○     ○   ○ 
D.フランチャイズ ○ ○ ○ ○ ○      ○   ○ 
E.その他  ○  ○           

5.教育 
サービス 

A.初等教育   ○ ○       ○    ○ 
B.中等教育  ○ ○       ○ ○   ○ 
C.高等教育   ○ ○         ○   ○ 
D.成人教育 ○  ○ ○       ○     ○ 
E.その他 ○ ○ ○        ○    

6.環境 
サービス 

A.汚水処理 ○ ○ ○ ○ ○     ○ ○   ○ 
B.廃棄物処理 ○ ○ ○ ○ ○     ○ ○   ○ 
C.公衆衛生 ○ ○ ○ ○      ○ ○   ○ 
D.その他 ○ ○ ○ ○ ○     ○    ○ 

7.金融 
サービス 

A.保険関連 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
B.銀行及びその他金融 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
C.その他               

8.健康関

連・社会事

業サービス 

A.病院 ○  ○      ○     ○ ○ 
B.人間健康関連   ○        ○    
C.社会事業   ○            
D.その他   ○            

9.観光・旅

行関連サー

ビス 

A.ホテル・飲食店 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
B.旅行業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
C.旅行ガイド ○  ○  ○  ○    ○   ○ 
D.その他 ○  ○       ○     

10.娯楽、文

化、スポー

ツサービス 

A. 興 行  ○   ○       ○          ○ 
B.通信社 ○  ○        ○   ○ 
C.図書館、博物館等 ○  ○   ○ ○       ○ 
D.スポーツ等 ○  ○     ○  ○ ○   ○ 
E.その他               

11. 運送サー

ビス 

A.海上運送  ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ 
B.内陸運送  ○ ○           ○ 
C.航空運送 ○ ○ ○ ○ ○     ○ ○ ○  ○ 
D.宇宙運送                     
E.鉄道運送 ○  ○  ○  ○            ○    ○    ○  
F.道路運送 ○  ○  ○  ○  ○          ○  ○  ○    ○  
G.パイプライン輸送   ○        ○   ○ 
H.運送補助 ○ ○ ○ ○ ○     ○ ○ ○  ○ 
I.その他   ○  ○          

12.その他サービス   ○     ○       
 

 
1 ○印は、何らかの自由化約束が行われているセクターを示す。ただし、○印を付したセクターにおいても、セクターの一部についてのみ自由化約束を

している場合や、内国民待遇に反する措置や市場参入を制限する措置を留保している場合があり、本表は直接的に自由化の程度を示すものではない。

なお、WTO 事務局分類は、上記分野より更に詳しく、すべてのサービス業を 155 業種に分類している。 
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＜＜図図表表  IIII--1122--44  ＞＞主主要要各各国国のの最最恵恵国国待待遇遇義義務務のの免免除除登登録録分分野野  
  

米国 
①業種横断（人の移動、課税、土地取得、中小企業登録）、②電気通信（衛星放送）、③銀

行、④保険、⑤航空運送、⑥宇宙運送、 
⑦道路運送、⑧パイプライン輸送 

中国 ①運送サービス（国際輸送、旅客・貨物運送、運送協定） 
EU ①業種横断（人の移動、土地取得、投資）、②レンタル／リース、③音響映像、④保険、⑤内

陸水運、⑥航空運送、⑦道路運送 
カナダ ①実務（漁猟関連）、②音響映像、③保険、④航空運送、⑤海上運送 
韓国 ①航空運送 
香港 なし 

シンガポール ①業種横断（人の移動、投資、課税）、②専門職業（法律）、③音響映像、④銀行、⑤保険、

⑥航空運送、⑦海上運送 
マレーシア ①業種横断（人の移動、外国資産） 
インドネシア ①業種横断（人の移動）、②建設、③銀行 

タイ ①専門職業（会計、出版・新聞）、②海上運送、③航空運送、④道路運送 
豪州 ①音響映像 

フィリピン ①業種横断（人の移動、投資）、②銀行、③海上運送 
インド ①電気通信、②音響映像、③娯楽、④海上運送 
日本 なし 

  
＜＜図図表表  IIII--1122--55  ＞＞市市場場アアククセセススのの制制限限事事例例（（  WWTTOO  事事務務局局文文書書  SS//LL//9922  ））  

①サービスの提供者の数に関す

る制限 
・経済需要に基づいた新規レストラン開店への免許制度 
・開業医の年間開業数制限 
・職業安定所サービスの独占 
・実質参入が不可能な形でのサービス提供者への国籍要件 

②サービスの取引総額又は資産

総額に関する制限 
・外国銀行支店に対する資産制限 

③サービスの総算出量に関する

制限 
・外国映画の放映時間制限 

④サービス提供者の雇用者数の

制限 
・外国人労働者の雇用者総数制限 

⑤企業形態制限 ・代理店を除いた商業拠点設置義務 
・外国企業に対する支店設置要件 
・特定のサービスにおけるパートナーシップ要件 

⑥外資制限 ・商業拠点設置における外資出資比率制限 
  
＜＜図図表表  IIII--1122--66  ＞＞  GGAATTSS  第第  1177  条条  内内国国民民待待遇遇のの制制限限事事例例（（  WWTTOO事事務務局局文文書書  SS//LL//9922  ））  

・音響映像サービスの「国内」事業者は、国内放送周波数優先割当を受けられる 
→このような措置は明白にサービス提供者の由来により差別をしており、形式上又は事実上の内国民待遇の

否定となる。 
・サービス提供資格の発給について「国内」居住を要件とする措置 

→形式上国籍に基づく差別措置には該当しないが、内国民に比べ居住要件を満たしにくい故に、事実上外国

サービス提供者は不利な扱いを受ける。 
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（（cc））横横断断的的ルルーールルのの交交渉渉義義務務  
（（ii））国国内内規規制制（（  66  条条））  

6 条 4 項では、資格要件、免許要件等に関する加盟国の措置がサービスの貿易に対する不必要な障害とならないこと

を確保するため、サービス貿易理事会が設置する適当な機関を通じて必要な規律を作成するとし、サービス提供（例え

ば、金融・建設サービスへの従事や会計士の受入れ等）に係る資格手続・要件、免許手続・要件、技術基準が不必要な

貿易障壁とならないよう、透明性の確保とともに、過剰な規制にならないことを確保しようとしている。なお、同規定

に基づく規律の作成に向けて、国内規制作業部会において議論がなされたものの交渉が停滞したことから、2017 年以

降、有志国による共同声明イニシアチブとしてサービス国内規制に係る規律の議論が進められ、2021 年 11 月にサービ

ス国内規制に関する参照文書に関する交渉が妥結。同イニシアチブの参加国により、同参照文書を約束表に組み込む手

続がとられている（下記 2.(2) 参照）。 
 

（（iiii））セセーーフフガガーードド（（  1100  条条））  
緊急セーフガードに関する多角的交渉を行い、その結果を GATS 発効後 3 年以内に発効させることを規定している。

当該条に基づき設置された GATS ルール作業部会において、議論は継続されているものの、現時点に至るまで交渉はま

とまっていない。 
 

（（iiiiii））政政府府調調達達（（  1133  条条））  
政府自らが消費するために調達するサービスには、GATS の主要条文である 2      条（最恵国待遇）、 16 条（市場アク

セス）、 17 条（内国民待遇）が適用されないことを規定している。また、政府調達に関する多角的交渉を、発効後 2 年
以内に行うとしている。これについても GATS ルール作業部会において、議論はされているものの、未だ交渉はまとま

っていない。なお、政府調達に関しては、1995 年に「政府調達に関する協定（Agreement on Government Procurement: 
GPA ）が、WTO協定附属書 4 に含まれる複数国間協定として発効しており、日本を含む一部の WTO 加盟国が批准し、

内国民待遇の原則及び無差別待遇の原則等に基づく政府調達制度を実行している。（第 14 章参照）。 
 

（（iivv））補補助助金金（（  1155  条条））  
締約国が、補助金は一定の状況下ではサービス貿易歪曲効果を持つことを認識し、補助金を規律するための多角的交

渉を行う旨規定している。しかし、これについても、GATS ルール作業部会において、議論されているものの未だ交渉

はまとまっていない。 
 

（（dd））そそのの他他のの規規定定  
（（ii））特特定定約約束束交交渉渉（（  1199  条条））  
サービス貿易における漸進的自由化を達成するために、加盟国は交渉のラウンドを WTO 協定発効から 5 年より遅くな

い日に開始し、その後定期的に行うとされており、同条に基づいて 2000 年に自由化交渉が開始された。また、自由化の

過程においては、個々の加盟国の国家政策目標及び開発レベルを十分に考慮して進めるとされている。 
 

（（iiii））附附属属書書  
（（アア））  金金融融ササーービビススにに関関すするる附附属属書書  
加盟国は、信用秩序の維持のための又は金融体系の健全性及び安定性を確保するための措置をとることを妨げられな

い。 
 
（（イイ））電電気気通通信信にに関関すするる附附属属書書  
加盟国は、国別約束表に記載するサービスに関し、他の加盟国のサービス提供者に対し、合理的かつ無差別な条件の

下で公衆電気通信伝送網及びサービスへのアクセス及び利用を与えることを確保する。 
 
（（ウウ））航航空空運運送送ササーービビススにに関関すするる附附属属書書  
二国間の航空協定等に基づき認められる運輸権及び運輸権の行使に直接関連する措置は本協定の対象外である。 
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（（cc））横横断断的的ルルーールルのの交交渉渉義義務務  
（（ii））国国内内規規制制（（  66  条条））  

6 条 4 項では、資格要件、免許要件等に関する加盟国の措置がサービスの貿易に対する不必要な障害とならないこと

を確保するため、サービス貿易理事会が設置する適当な機関を通じて必要な規律を作成するとし、サービス提供（例え

ば、金融・建設サービスへの従事や会計士の受入れ等）に係る資格手続・要件、免許手続・要件、技術基準が不必要な

貿易障壁とならないよう、透明性の確保とともに、過剰な規制にならないことを確保しようとしている。なお、同規定

に基づく規律の作成に向けて、国内規制作業部会において議論がなされたものの交渉が停滞したことから、2017 年以

降、有志国による共同声明イニシアチブとしてサービス国内規制に係る規律の議論が進められ、2021 年 11 月にサービ

ス国内規制に関する参照文書に関する交渉が妥結。同イニシアチブの参加国により、同参照文書を約束表に組み込む手

続がとられている（下記 2.(2) 参照）。 
 

（（iiii））セセーーフフガガーードド（（  1100  条条））  
緊急セーフガードに関する多角的交渉を行い、その結果を GATS 発効後 3 年以内に発効させることを規定している。

当該条に基づき設置された GATS ルール作業部会において、議論は継続されているものの、現時点に至るまで交渉はま

とまっていない。 
 

（（iiiiii））政政府府調調達達（（  1133  条条））  
政府自らが消費するために調達するサービスには、GATS の主要条文である 2      条（最恵国待遇）、 16 条（市場アク

セス）、 17 条（内国民待遇）が適用されないことを規定している。また、政府調達に関する多角的交渉を、発効後 2 年
以内に行うとしている。これについても GATS ルール作業部会において、議論はされているものの、未だ交渉はまとま

っていない。なお、政府調達に関しては、1995 年に「政府調達に関する協定（Agreement on Government Procurement: 
GPA ）が、WTO協定附属書 4 に含まれる複数国間協定として発効しており、日本を含む一部の WTO 加盟国が批准し、

内国民待遇の原則及び無差別待遇の原則等に基づく政府調達制度を実行している。（第 14 章参照）。 
 

（（iivv））補補助助金金（（  1155  条条））  
締約国が、補助金は一定の状況下ではサービス貿易歪曲効果を持つことを認識し、補助金を規律するための多角的交

渉を行う旨規定している。しかし、これについても、GATS ルール作業部会において、議論されているものの未だ交渉

はまとまっていない。 
 

（（dd））そそのの他他のの規規定定  
（（ii））特特定定約約束束交交渉渉（（  1199  条条））  
サービス貿易における漸進的自由化を達成するために、加盟国は交渉のラウンドを WTO 協定発効から 5 年より遅くな

い日に開始し、その後定期的に行うとされており、同条に基づいて 2000 年に自由化交渉が開始された。また、自由化の

過程においては、個々の加盟国の国家政策目標及び開発レベルを十分に考慮して進めるとされている。 
 

（（iiii））附附属属書書  
（（アア））  金金融融ササーービビススにに関関すするる附附属属書書  
加盟国は、信用秩序の維持のための又は金融体系の健全性及び安定性を確保するための措置をとることを妨げられな

い。 
 
（（イイ））電電気気通通信信にに関関すするる附附属属書書  
加盟国は、国別約束表に記載するサービスに関し、他の加盟国のサービス提供者に対し、合理的かつ無差別な条件の

下で公衆電気通信伝送網及びサービスへのアクセス及び利用を与えることを確保する。 
 
（（ウウ））航航空空運運送送ササーービビススにに関関すするる附附属属書書  
二国間の航空協定等に基づき認められる運輸権及び運輸権の行使に直接関連する措置は本協定の対象外である。 
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（（エエ））ササーービビススをを提提供供すするる自自然然人人のの移移動動にに関関すするる附附属属書書  
加盟国は、市場アクセス、内国民待遇等に関する特定の約束を無効化又は侵害しない限り、その領域における自然人

の入国又は一時的な滞在を規制するための措置を適用することを妨げられない（＜参考＞ GATS と「人の移動」参照）。 
  
（（iiiiii））分分野野ごごととののルルーールル  
金融、電気通信等の特定分野に関する附属書に加え、金融分野については、市場アクセス、内国民待遇などの措置に

ついて具体的に定め、かつより高度な自由化を規定した金融了解がウルグアイ・ラウンド中に合意された。また、基本

電気通信分野については、相互接続の確保、ユニバーサル・サービス、免許基準の公表等の競争促進的規制等の枠組み

を規定した参照文書がウルグアイ・ラウンド後の継続交渉によって作られた。これらは、上記( b )(ⅲ)の追加的約束とし

て多くの国の約束表において自主的に添付されている（＜参考＞基本電気通信の規制の枠組みの参照文書参照）。 
 
【【参参考考】】GGAATTSS  とと「「人人のの移移動動」」  
１１．．GGAATTSS  ににおおけけるるルルーールル  
（（11））適適用用範範囲囲  

GATS における「人の移動」の適用範囲は、第 1 条（適用範囲及び定義）及び「この協定に基づきサービスを提供

する自然人の移動に関する附属書」に規定されている。 
第 1 条では、「サービスの貿易」の 4 つの取引の態様（モード）の 1 つとして、「いずれかの加盟国のサービス提

供者によるサービスの提供であって他の加盟国の領域内の加盟国の自然人の存在を通じて行われる 
もの（第 4 モード）」（他方の締約国の人の移動を伴うサービス提供）が規定されている。 
「この協定に基づきサービスを提供する自然人の移動に関する附属書」では、「加盟国がその領域への自然人の

入国又は当該領域内における自然人の一時的な滞在を規制するための措置」、すなわち出入国管理措置を加盟国の

権利として認める一方、「加盟国の雇用市場への進出を求める自然人」、すなわち、雇用を求めて移動する労働者

に影響を及ぼす措置、及び「永続的な市民権、居住又は雇用に関する措置」については、対象外としている。 
 

（（22））規規律律のの概概要要  
他のモード同様、第 4 モードについても、すべての分野に適用される義務（「最恵国待遇」の義務（ GATS 2 

条）、「透明性」の義務（同 3 条）、行政上の決定について法的救済を保証する義務（同 6 条 2） 等）があり、ま

た、同 16 条（市場アクセス）及び同 17 条（内国民待遇）に基づく約束内容に応じた義務が各加盟国に課される。 
 

GGAATTSS「「ここのの協協定定にに基基づづききササーービビススをを提提供供すするる自自然然人人のの移移動動にに関関すするる附附属属書書」」  
１．この附属書は、サービスの提供に関し、加盟国のサービス提供者である自然人及び加盟国のサービス提供者が

雇用する加盟国の自然人に影響を及ぼす措置について適用する。 
２．この協定は、加盟国の雇用市場への進出を求める自然人に影響を及ぼす措置及び永続的な市民権、居住又は雇

用に関する措置については、適用しない。 
３．加盟国は、第三部及び第四部の規定に従い、この協定に基づきサービスを提供するすべての種類の自然人の移

動に適用される特定の約束について交渉することができる。特定の約束の対象とされる自然人については、当該

約束の条件に従ってサービスを提供することを認める。 
４．この協定は、加盟国がその領域への自然人の入国又は当該領域内における自然人の一時的な滞在を規制するた

めの措置（自国の国境を保全し及び自国の国境を越える自然人の秩序ある移動を確保するために必要な措置を含

む）を適用することを妨げるものではない。ただし、当該措置が特定の約束の条件に従って加盟国に与えられる

利益を無効にし又は侵害するような態様で適用されないことを条件とする。 
 

２２．．各各国国のの第第  44  モモーードド約約束束方方法法  
ウルグアイ・ラウンドの結果、「他方の締約国の人の移動を伴うサービス提供」を GATS の規律の対象に含める

こととなったものの、上記 1.で述べたとおり、実際にどの程度まで認めるかは、各加盟国が約束表の中で各々決め
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ることとされた。現在、大半の国は、「第 4 モード」の約束を各サービス分野においてそれぞれ行うのではなく、

「分野横断的な約束（ horizontal commitment ）」欄において包括的に規定している。我が国が約束した類型は次の

とおりである。 
 

（（11））  企企業業内内転転勤勤  
日本への入国・一時滞在の申請を行った日の直前の 1 年以上の期間にわたって日本以外の加盟国の法人において

雇用されていた自然人が、同法人の日本支店又は法人に 5 年を上限として転勤して、①長として支店を管理する活

動、②役員又は監査役として法人を管理する活動、③法人の一又は二以上の部門を管理する活動、④物理学、工学

その他の自然科学に関する高度の技術・知識を要する活動、⑤法律学、経済学、経営学、会計学その他の人文科学

に関する高度の知識を要する活動を行うことが認められている。 
 

（（22））  業業務務連連絡絡（（短短期期滞滞在在））  
業務連絡（サービスの販売のための交渉を含む）そ の他類似の活動が 90 日以内の期間認められる。但し、日本国

内から報酬を得ないこと、一般公衆への直接販 売や直接のサービス提供を行わないことが条件となる。 
 

（（33））  自自由由職職業業ササーービビスス（（独独立立のの専専門門家家））  
日本への入国・一時滞在の申請を行った日の直前の 1 年以上の期間にわたって日本以外の加盟国の法人において

雇用されていた自然人が、5 年を上限として日本に転勤して、弁護士、外国法事務弁護士、弁理士、海事代理士、公

認会計士、税理士としてサービスを提供することが認められる。ただし、弁護士ならば、日本の弁護士資格を取得

しており、弁護士登録をしていることが条件となるなど、必要な資格要件を満たしていることが必要である。 
なお、我が国が実施する出入国管理のための措置は、特定の約束によって各加盟国に与えられる利益を無効化し

又は侵害していない限り実施することができる。 
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＜＜図図表表  IIII--1122--77  ＞＞分分野野横横断断的的約約束束ににおおけけるる主主なな類類型型  

 
 
【【参参考考】】基基本本電電気気通通信信のの規規制制のの枠枠組組みみにに関関すするる参参照照文文書書  
適用範囲：基本電気通信サービスを提供するために必要な施設の保有や市場における地位を用いて基本電気通信

市場への参入の条件に影響を与えることができる提供者 
 

（（11））  競競争争条条件件のの確確保保ののたためめののセセーーフフガガーードド  
主要なサービス提供者が反競争的行為を行い又は継続することを防止するために適切な措置を維持すること。

（反競争的行為の例：市内通信で得られた独占利益を市外通信の割引の原資とする等） 
 

（（22））  相相互互接接続続のの確確保保  
主要なサービス提供者との相互接続については、伝送網上技術的に可能なすべての接続点において確保するこ

と。 
 

（（33））  ユユニニババーーササルル・・ササーービビスス  
いずれの加盟国も、当該加盟国が維持することを希望するユニバーサル・サービスの内容を定義する権利を有す

ること。但し、透明、非差別的、かつ競争中立的な態様で履行され、かつ、当該加盟国が定める内容のユニバーサ

ル・サービスを確保するために必要である以上に大きな負担であってはならない（ユニバーサル・サービスとは、

電話・電気等の公共サービスについて、一定の提供地域内で提供の要請があったときには応じなければならないと

いう提供者への義務づけのこと）。 
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（（44））免免許許基基準準のの公公表表  
免許が必要とされる場合には、（1）すべての免許の 基準及び免許の申請に係る決定に関する標準処理期間、

（2）個別免許の条件、を公表すること。 
 

（（55））独独立立のの規規制制機機関関  
規制機関は、いかなる基本電気通信サービスの提供者からも独立であること。 

  
（（66））希希少少なな資資源源のの分分配配及及びび利利用用  
希少な資源（周波数、番号及び線路施設権を含む） の分配及び利用に係るいかなる手続も、客観的な、透明か

つ非差別的な態様で適時に実施すること。 
 

（（33））交交渉渉経経緯緯  
  

①①継継続続交交渉渉  
ウルグアイ・ラウンド交渉時に各国間の合意が成立しなかった海運、金融、基本電気通信の 3 分野については、ウル

グアイ・ラウンド終了後も継続して交渉を行うこととされた。それに伴い、開発途上国側の要求により人の移動につい

ても継続交渉事項とされた（図表Ⅱ‐12‐8 ）。 
その後、人の移動については、企業内転勤の自由化約束を求める先進国に対し、契約ベースでの人の受け入れの約束

を強く要求する途上国との間で意見が一致せず、継続交渉が行われ、一部先進国が約束内容を修正し、1995 年 7 月に

早々に交渉が終結した。 
海運については、ウルグアイ・ラウンドでは国際運送を行う外航海運のほか、貨物取扱業等の海運補助サービス及び

港湾利用を対象に交渉が行われたが、内航海運については、多くの国が自国籍船舶に留保している現状であることから

交渉の対象外とされた。継続交渉となったが、最後まで米国が約束表のオファーを行わなかった等の理由により交渉が

全く進展しなかったため、1996 年 6 月に交渉を中断すること及び 2000 年から開始された次期サービスラウンドととも

に交渉を再開することが決定された。GATS  2 条の最恵国待遇の供与義務は交渉が締結されるまで適用されず、各国は

交渉が終結するまでは現在の規制水準を現状維 持することとなっている。 
金融については、1995 年 7 月の暫定合意を経て、1997 年 12 月に、70 か国の参加を得て最恵国待遇ベースの合意が達

成された。これを受けて 第 5 議定書が成立・発効し、67 か国が受諾した。これにより米国、EU の他、アジア、南米の

主要開発途上国からも金融サービス分野の高水準の改善約束を含む恒久的な合意を得ることができた。 
基本電気通信については、当初の期限であった 1996 年 4 月から大幅に遅れたものの、1997 年 2 月に、69 か国の参加

を得て最恵国待遇ベースの合意が成功裡に達成された。翌年 2 月に、第 4 議定書（受諾期限や発効手続を定めたもの。

各国が提出した追加的な自由化約束が本議定書に附属されている）が発効し、合意が実施に移された。 
  

＜＜図図表表  IIII--1122--88  ＞＞継継続続交交渉渉分分野野のの取取扱扱いい  
 金  融 基本電気通信 海  運 人の移動 

現状 1997 年 12 月 13 日に

交渉終結 
（1999 年 3 月 1 日発

効） 

1997 年 2 月 15 日に交

渉終結 
（1998 年 2 月 5 日発

効） 

1996 年 6 月交渉中断を

決定 
2000 年サービス交渉と

ともに交渉再開 
（交渉終結まで現在の

規制水準維持） 

1995 年 7 月 28 日に交

渉終結 
（1996 年 1 月 30 日発

効） 

  
各継続交渉の分野については、先進国・途上国の双方がウルグアイ・ラウンド時に重視した分野であり、市場アクセ

スや内国民待遇などの措置について具体的に定めるのみならず、資本出資比率の規制の緩和や基本電気通信における規

制に関する「参照文書」の作成等、GATS 18 条の追加的約束に基づき、市場アクセス・内国民待遇以外の要素について
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も約束を行っている（本章、（2）法的規律の概要、②（ d ）その他の規定参照） 
 

②②シシアアトトルル閣閣僚僚会会議議ままででのの動動きき  
このほか、GATS においては、次期ラウンドを待たずに、引き続きいくつかの事項について検討を行うこととされた。 
まず着手されたのは自由職業サービスに関する規律の作成である。このうち、比較的世界的な共通化が進展している

会計士分野について先行して作業を行うこととされ、検討のために設置された自由職業作業部会において、会計士資格

の相互承認協定を結ぶためのガイドラインの策定（ 1997 年 5 月）、貿易の障害になっている事項に関する会計士に関す

る多角的規律（透明性、免許要件、資格要件、資格手続、技術上の基準等について一般的、抽象的、中立的に規定した

もの） の作成（ 1998 年 12 月）が行われた。 
 
その後、会計士分野のみに 3 年も要したことや、国内規制に係る GATS 6 条 4 項は対象を自由職業サービスに限定して

いないことなどから、自由職業サービスを含むサービス業全体の規律を議論することを求める声が強くなった。その結

果、1999 年 4 月に自由職業作業部会を発展改組し、新たに国内規制作業部会を設立し、自由職業分野を含むサービス業

全体の国内規制に関する規律策定について議論された。 
また、サービス分野における政府調達、セーフガード及び補助金のルールの取扱いについては、GATS ルール作業部

会においてそれぞれ議論が行われてきた。 
政府調達については、GATS 13 条のマンデート（透明性、市場アクセス、内国民待遇、最恵国待遇のどこまで含まれ

るか）、GATS における政府調達ルールと政府調達協定との関係、複数の分野にまたがる政府調達に関する主要な分野

の特定方法、閾値等が問題となっていた。 
セーフガードについては、一部の途上国は、野心的な自由化を目指すためには安全弁としてのセーフガード措置が必

要との立場だが、多くの国は、既存のルールで十分な柔軟性が与えられており、また、国内産業（ domestic industry ）
の定義や統計のないサービス分野についてどのように損害（ injury ）を計量するか等、技術的な課題も多いことから交

渉に消極的であった。 
補助金については、補助金の定義、補助金の貿易歪曲効果（特定方法、サービス分野による影響の大小）等の問題か

ら、香港閣僚宣言附属書 C では、情報交換の促進努力の強化と、補助金問題を検討するための定義作りに関するもの等、

加盟国の提案に重きを置くべきとされているものの、どのような補助金を対象とするかについて意見がまとまらず、膠

着状態が続いていた。GATS ルールについては、GATS 上の交渉期限を再三にわたり延長し、引き続き議論が行われて

きた。 
その他特定約束委員会においては、サービスの分類の改訂、約束表の記載を行う際の指針となるスケジューリングガ

イドラインの改訂等について議論が行われてきた。このうち、分類の改訂については、現行の事務局分類の改訂の必要

性（問題点の洗い出し等）、新サービスの取扱い等について議論がなされてきた。 
 

（（44））経経済済的的視視点点及及びび意意義義  
  
サービス産業は、現在、多くの先進国において、国内総生産の約 6 割から 7 割、就労人口全体の約 6 割から 7 割を占

めるに至っているなど、各国経済の重要な要素となっている。本章の冒頭でも述べたとおり、このような「経済のソフ

ト化」あるいは「経済のサービス化」といった現象は、程度の差こそあれ、開発途上国を含めた趨勢となっている。 
 

①①生生産産要要素素のの移移動動  
サービス貿易の大きな特徴は、物品の貿易と異なり、資本、労働、技術、経営資源等の生産要素の移動を伴うことに

ある。つまり、サービス貿易は、提供者の消費地への移動（消費国における企業の設立による提供（資本の移動）、自

然人の移動による提供）や、消費者の提供地への移動（機械の海外での修理や観光のための海外旅行等）の形態をとる

ことが多い（もちろん、映像、ソフトウェア等の越境移動のように提供者、消費者の双方とも移動せずに国際取引が行

われる場合もある）。また、物品と異なり在庫が持てないという特徴もある。 
生産要素たる資本、労働力、技術、経営のノウハウ等の移動を伴うサービス貿易の増加は、異なる国の生産要素の新

しい結びつきを生み、生産性を向上させる機会を生み出すが、国内経済への影響は大きく、影響の程度は、直接投資、
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労働の移動等その形態により異なる。 
直接投資については、競争力のある外国事業者の参入による場合が多く、当該国のサービス産業の効率性の向上、消

費者選択における多様性の増大等の効果があり、サービス産業の競争及び国際分業を促進し、消費者の経済的便益を向

上させ、時には当該国の商慣行をも変える。この場合、既存の国内サービス産業が競争により淘汰され、雇用市場にマ

イナスの影響を与える場合もあるが、新規需要の創出、新しいサービス産業の進出の場合には逆に雇用機会の創出につ

ながる。 
自然人の移動については、より直接的に労働市場に影響を与えることとなる。例えば、低賃金国から高賃金国への非

熟練労働の移動が行われた場合においては、サービス生産者は、安価な労働力を活用することにより、より安価なサー

ビスを提供することができることとなる。他方、これら海外からの非熟練労働は、国内の労働者と直接的に競合するこ

とになり、移動の規模によっては大きな社会的コストが生ずる可能性がある。 
  

②②ササーービビスス産産業業効効率率化化のの波波及及  
サービス分野の自由化を考える場合には、金融、運輸、通信、流通、建設、エネルギー等のサービスが、他の産業へ

の投入であることが多いことにも留意する必要がある。サービス産業における効率化は、当該分野のみならず他のサー

ビス分野や製造業における生産の効率性にも影響を及ぼす等波及効果が大きいので、サービス貿易の利益は当該産業の

合理化にとどまらない。このようにサービス貿易の自由化は、短期的には既存のサービス提供者の一部の淘汰を伴うこ

とはあり得るものの、サービス消費者の厚生の向上には確実に結びつき、長期的には、当該サービスの提供者の生産性

及び競争力の向上のみならず他の生産者の生産性及び競争力の向上に貢献する。サービス貿易の自由化は、経済的に優

れた効果があるため、規制を要する分野においても、透明性、手続の公平性を確保し、公平な競争条件を確保する必要

がある。 
  

２２．．ドドーーハハ開開発発アアジジェェンンダダににおおけけるるササーービビスス貿貿易易自自由由化化交交渉渉のの動動向向  
  

（（11））議議論論のの背背景景  
  

①①当当初初のの交交渉渉期期限限（（  22000055  年年  11  月月  11  日日））ままでで  
サービスの自由化交渉（特定約束交渉）は、農業と同様に、ウルグアイ・ラウンド最終合意において次回のラウンド

開始を待たずに交渉を開始することが決められたアジェンダ（いわゆる「ビルト・イン・アジェンダ」）として、2000 
年初めから交渉が開始されることが決まっていた（ GATS 19 条）。シアトル閣僚会議以降、当初は必ずしも議論が順調

に進まなかったが、一年近くにわたる議論を経て 2001 年 3 月に、交渉の目的、原則、範囲、方法等を定めた「交渉ガイ

ドライン」が策定された。 
その後、2001 年 11 月のドーハ閣僚宣言において、サービス交渉の交渉期限が他の交渉項目と同様に 2005 年 1 月 1 日

と設定されたことにより、サービス交渉も他の交渉項目とともに包括ラウンドの中でシングルアンダーテ－キング（交

渉対象全分野の一括受諾）の対象として扱われることとなった。また、同閣僚宣言において、2002 年 6 月末までに最初

の貿易障壁撤廃要求（初期リクエスト）を、2003 年 3 月末までに撤廃要求への最初の回答（初期オファー）を各国が提

出することとされた。 
我が国は、全加盟国に対して初期リクエストを提出し、またウルグアイ・ラウンド以降に自主的に自由化した分野を

初期オファーに含めた。その他、包括的な交渉提案や、海運交渉の促進を提唱する共同提案、人の移動、最恵国待遇免

除、エネルギー及び教育それぞれに関する交渉提案を追加的に提出、更に、サービス貿易に係る分野横断的なルールに

ついては、2003 年に国内規制規律（ GATS 6 条 4 項）に関する日本提案を提出する等、積極的に交渉に臨んできた。し

かしながら、2003 年 3 月末に初期オファーの提出期限が到来したにも拘らず、提出国は先進国を中心とした一部の国に

止まったこと、更に同年 9 月にカンクンで行われた第 5 回閣僚会議の交渉が事実上決裂し、当初 2005 年 1 月 1 日までと

された交渉期限は事実上延期になったことにより、サービス交渉は停滞気味となった。その後、2004 年 7 月末の「枠組

合意」において、2005 年 5 月までに初期オファーを改善した「改訂オファー」を提出することが合意され、それに向け

て各サービス貿易分野において交渉の進展の重要性を強調するステートメントが出されるなど、交渉再活性化に向けた
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動きが見られた。しかし、提出期限を過ぎても改訂オファーの提出数が伸びなかったことから、従来のリクエスト・オ
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いまま決裂した。 
2008 年 7 月のシグナリング閣僚会合以降は、GATS 上のルール分野の技術的議論が続けられたが、まず農業・NAMA 

のモダリティ合意を目指すという観点から、サービスの自由化交渉は進まなかった（この間、米国発の金融危機を受け、

2008 年 11 月には、G20 首脳間で、「今後 12 か月の間、投資及び物品・サービス貿易に対する新たな障壁を設け、輸出

規制を課し、WTO に整合的でない輸出促進措置を講じることを自制する。」とした宣言が合意された）。 
2009 年 7 月 G8 サミット（イタリア・ラクイラ）での 2010 年中の妥結を目指す首脳合意を受け、同年 10 月以降、各

サービス分野専門家を含めた交渉会合が開催された。しかし、リクエストと被リクエスト国の要求水準は隔たりが大き

いままで、市場アクセス交渉のバイ協議については、各国とも既にやり尽くした徒労感すら見られ、シグナリング会合

以降の実質的な進展は見られなかった。こうした交渉の停滞を打開するため、また、産業界に対し、サービス交渉の成

果をよりわかりやすく示すため、2010 年の半ば以降、例えばビジネスの実態にあわせて複数の関連分野をまとめて交渉

するというクラスタリングアプローチ等、新たな交渉アプローチが提案され、推進派を中心に議論が行われた。 
 

④④ババリリ合合意意((  22001133  年年  1122  月月))にに向向けけてて  
2010 年末の APEC 横浜や G20 ソウルで表明された首脳レベルでのドーハ・ラウンド妥結へのコミットメントを受け、

2011 年年初より交渉が加速化し、市場アクセス交渉について集中的に議論が行われたが、その後の他分野の交渉の行き

詰まりを受け、市場アクセス交渉は再び停滞した。そうした中で、進展がみられたのは、加盟国のうち後発開発途上国

( LDC )に対する特恵供与の枠組みである「 LDC モダリティ」である( GATS は 4 条 3 項及び 19 条 3 項において LDC に
対して特別の待遇をするものとしている。)。2011 年 6 月、WTO 事務局長は同年 12 月に開催される第 8 回閣僚会議で先

行合意を目指す 9 項目を提示し、その中に、サービス分野における LDC 向けの特恵制度が含まれた。 
2011 年に開始されたドーハ・ラウンド交渉が 10 年目を迎えた 2011 年 12 月の第 8 回閣僚会議においては、ドーハ・ラ

ウンドが目指してきたシングルアンダーテーキングについて、近い将来での実現は困難であることを認めつつ、「新た

なアプローチ」を見いだす必要性を共有し、進展が可能な分野で議論を進めることが合意された。また、LDC モダリテ

ィについて、(a) LDC 加盟国に対して、サービス貿易における特恵措置を供与することができる、( b )具体的にどのサー

ビス分野のどのサービス形態を特別扱いするかは特恵供与国が決定することとなる、( c )特恵供与期間は 15 年間、等の

内容が決定された。 
その後の交渉を通じて、貿易円滑化、農業の一部、開発が進展可能な分野であることの共通認識が形成され、2013 年 

12 月にインドネシア・バリで開催された第 9 回閣僚会議における精力的な交渉の結果、バリパッケージとして合意され

た。その中で、LDC モダリティについても、特恵供与の実現に向け、LDC が関心のある分野・モードを特定したリクエ

ストを提示した 6 か月後にハイレベル会合を開催すること等の運用内容が決定された。 
 

⑤⑤ババリリ合合意意後後（（ポポスストト・・ババリリ））のの対対応応  
2013 年の第 9 回閣僚会議においては、ポスト・バリの作業としてドーハ開発アジェンダ ( DDA )の残された課題につい

て 12 か月以内に明確な作業計画を策定することになっていた。しかし、2014 年 11 月の一般理事会では、貿易円滑化協

定の議定書の採択という大きな成果を得た一方で、サービス分野を含むポスト・バリ作業計画の期限は 2015 年 7 月末に

延期された。その後も、加盟国間の意見の隔たりは埋まらず、期限の 7 月末を迎えても作業計画はまとまらなかった。 
LDC モダリティについては、2014 年 7 月、サービス貿易理事会に対して LDC より「 LDC サービス特恵制度（ウェー

バー）に関する共通リクエスト」が提出され、2015 年 2 月、同理事会の公式会合という位置づけで、LDC サービス・ウ

ェーバーに関するハイレベル会合が開催された。その結果、各国が LDC への供与内容を WTO 事務局に通報することと

なり、日本は 2015 年 7 月末に通報を行った。 
2015 年の閣僚会議においては、サービス貿易分野に関しても何らかの成果を出すべく検討が行われ、LDC サービス・

ウェーバー（サービス・ウェーバーの期限の 2030 年までの延長、通報された特恵を活用するための技術支援及び能力開

発を行うことの奨励、未通報国の早期通報の奨励、通報済みのウェーバーのレビュー等）及び電子商取引分野における

関税不賦課のモラトリアム（補論 デジタル貿易参照）延長が閣僚決定に組み込まれた。 
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（（22））現現在在のの概概況況  
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サービス貿易理事会及び下部組織における最近の議論を概観すると、以下のとおりである。 
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月 14 日に公表され、2011 年に入り、集中的なドラフティング作業が行われたものの、規律の根幹となる重要事項

について、加盟国間の立場に十分な収斂は見られなかった。引き続き、GATS  6 条 4 項に基づく国内規制規律の策

定について議論が行われていた。直近では、2024年 1月、有志国間で合意されたサービス国内規制に関する参照文

書に関する会合が開催された。 
（c）特定約束委員会では、主に、ビジネスや技術の発展に伴って変わりうるサービス分類の問題が議論されており、直

近では、環境及び環境関連サービス分野の分類に関する議論が行われている。 
（d）GATS ルール作業部会では、セーフガード措置、政府調達、補助金に関して議論が行われてきた。なお、2017 年

以降、同作業部会は開催されていない。 
（e）金融サービス貿易委員会では、金融サービス貿易と開発、金融サービスにおける規制などに関する議論が行われて
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いる。金融サービス貿易と開発については2020 年に、「金融包摂( financial inclusion )に関する議論が行われた。ま

た、2024 年には「送金コスト( cost of remittance )」や「電子決済( electronic payment )」に関する議題の提案が行わ

れた。 
 

（（33））新新たたななササーービビスス貿貿易易協協定定のの検検討討ににつついいてて  
  

1995 年の GATS 発効以来長期間が経過し、この間にインターネットの普及をはじめとする技術革新の影響を受け、サ

ービスの提供・消費の実態も大きく変化してきていることを背景に、WTO においても状況変化に対応した約束の改訂や

新たなルールの策定が求められてきた。しかしながら、ドーハ・ラウンドは膠着し、急速な進展は見込めない状況とな

り、各国は EPA/FTA の締結等を通じてサービス貿易の自由化を推進してきた。 
こうした中、2011 年 12 月に開催された第 8 回 WTO 閣僚会議では、①途上国が強く支持するドーハ開発アジェンダは

打ち切らない一方、②一括妥結は当面実現不可能であることを認め、部分合意、先行合意等の可能な成果を積み上げる

「新たなアプローチ」を試みることで一致した。 
これを受けて、2012 年初頭から、「新たなアプローチ」の一環として、有志国によるサービス貿易自由化を目的とし

た新たな協定の策定に関する議論が開始された。本新協定の交渉では、現行 GATS 協定以上のサービス貿易分野の自由

化及び既存の FTA の成果を取り入れた、21 世紀にふさわしい先進的な新協定の策定を目指している。2012 年 7 月 5 日
には、交渉のモメンタムの維持・拡大、途上国等に対する透明性の確保と議論への参加の奨励を目的として、それまで

の約半年間の議論で方向性の一致したものを取りまとめたメディア・リリース「サービス貿易交渉の進展」が公表され

た（内容は 2016 年版 P 497 参考参照）。 
有志国はその後も継続的に議論を重ね、2013 年 6 月には、本格的交渉段階に移った。2016 年 1 月の非公式閣僚会議に

おいては、2016 年中の妥結を目標として交渉を加速化することで一致したが、同年内の妥結には至らず、交渉は停滞し

た。当該有志国は、23 か国・地域（日本、米国、当該有志国は、23 か国・地域（日本、米国、EU、豪州、カナダ、韓

国、香港、台湾、パキスタン、イスラエル、トルコ、メキシコ、チリ、コロンビア、ペルー、コスタリカ、パナマ、ニ

ュージーランド、ノルウェー、スイス、アイスランド、リヒテンシュタイン及びモーリシャス（ 2016 年 12 月時点））

である。2026 年 1 月現在交渉は再開されていない。 
  

３３．．主主要要ケケーースス  
  

（（11））カカナナダダ‐‐自自動動車車にに関関すするる措措置置（（  DDSS113399,,  114422  ）） 
  
カナダ政府の自動車に関するオートパクトを前提とした優遇措置は、卸売サービスに関して、GATS の最恵国待遇

（ GATS 2 条）及び内国民待遇（サービス協定 17 条）に違反するとして、日本は EU とともにパネルを争った。パネル

では、日本の主張がほぼ全面的に認められたが、2000 年 5 月に提出された上級委員会の報告書では、本措置がサービス

に影響があるとのパネル認定については、証拠不十分としてパネルの結論を覆している。しかし、カナダ政府は、パブ

リックコメントを経て 2001 年 2 月 18 日付で優遇措置を撤廃する行政命令を施行した（詳細については、第 1 章「最恵

国待遇」カナダの自動車に関する措置を参照）。 
 

（（22））メメキキシシココ‐‐電電気気通通信信ササーービビスス（（  DDSS220044  ））2 
  
メキシコは国際電話サービスの提供を複数の通信事業者に許可しているが、国際長距離電話サービス提供規則により

「特定国との交渉に先立つ直近の 6 か月において、長距離電話市場で最大のシェアを持つ長距離サービスの譲許取得者

が、当該特定国の電気通信事業運営体と清算料金について交渉するものとする。」と規定していた。そのため、実際は

市場の 6 割を占める TELMEX 社が排他的に国際清算料金（ accounting rate systems for settling interconnection rates with 

 
2 本件に関しては、小寺彰「メキシコの電気通信サービスに影響を与える措置」 2004 年度 WTO パネル・上級委員会報告書に関する調査研究報告書

（https://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/wto/3_dispute_settlement/33_panel_kenkyukai/2004/04-2.pdf）も参照。 
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carriers from certain countries ）の交渉を行っており、メキシコの通信事業者は TELMEX 社が交渉した料金を適用する

ことになっていた（同一計算料金制度）。米国は、このようにして設定された国際電話の終点における清算料金は、コ

ストに基づくものではなく、また、独占交渉制度や同一計算料金制度は、非合理なものであり、主要なサービス提供者

による反競争的行為を許すものであるとして、メキシコが約束している参照文書（「反競争的行為の防止」、「確保す

べき相互接続」）に反すると主張するとともに、外国企業が専用線を利用して電気通信サービスを提供することを禁ず

るメキシコの措置は、専用線についての合理的な条件でのアクセスを確保するべきとした GATS の「電気通信に関する

附属書」上の義務にも反するとして、2000 年 8 月に協議要請を、また同年 11 月にパネル設置要請を行った。その後 
2002 年 4 月 17 日に正式にパネルが設置され、我が国も本パネルに第三国参加したところ、2004 年 4 月、パネルはメキ

シコの GATS の「電気通信に関する附属書」違反を認め（なお、外国企業による専用線を利用したサービス提供の禁止

措置について、メキシコは第 3 モード（拠点設置）の自由化を約束していたが、第 1 モード（越境取引）の自由化につ

いては約束していないため、第 1 モードでのサービス提供を禁止することは協定違反にはならず、第 3 モードでのサー

ビス提供を禁止した部分についてのみ協定違反とされた。）、加盟国にパネル報告書が配布された。この結果を受けて、

メキシコは 2004 年 8 月に新しい国際長距離電話通信規則を発表し、同年 6 月の米墨間合意を実行した。 
 

（（33））米米国国‐‐賭賭博博ササーービビスス（（  DDSS228855  ））3 
  
米国はオンラインの賭博サービス（ gambling and betting services ）について規制をしている。2003 年 3 月、アンティ

グア・バーブーダが米国によるオンラインの賭博サービスの提供についての規制を、米国が行った娯楽サービスについ

ての自由化約束（第 1 モード（＝越境取引）について「制限なし」）に反し、GATS 16 条（市場アクセス）、 6 条（国

内規制）、 11 条（支払い及び資金移動）及び 17 条（内国民待遇）に違反しているとして、WTO 上の協議要請を行った。

同年 6 月、アンティグア・バーブーダはパネル設置を要求し、パネル審理を経た結果、パネルはアンティグア・バーブ

ーダの主張のうち、米国の GATS 16 条違反を認め、2004 年 11 月に加盟国にパネル報告書が配布された（パネルはその

他の条項に対する違反については判断をしなかった）。これを受けて両当事国は 2005 年 1 月に上訴し、同年 4 月、上級

委員会は改めて米国の第 16 条違反を認定した。その後、米国が勧告実施のために採った措置の有無及び GATS との整合

性について当事国間で意見の相違があったため、DSU 21 条 5 項に基づく履行確認パネルが設置。審理の結果、米国が勧
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3 本件に関して、原審パネル報告書については松下満雄「米国の国境を越えた賭博サービスの及ぼす影響に係る措置」 2004 年度 WTO パネル・上級委員会報

告書に関する調査研究報告書（https://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/wto/3_dispute_settlement/33_panel_kenkyukai/2004/04-8.pdf）、上級委員会報告書につい

ては、松下満雄「米国の国境を越えた賭博サービス規制措置」 2005 年度 WTO パネル・上級委員会報告書に関する調査研究報告書

（https://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/wto/3_dispute_settlement/33_panel_kenkyukai/2005/05-6.pdf）、履行確認手続については東條吉純「米国の越境賭博サ

ービス規制に係る 21.5 条手続」 2007 年度 WTO パネル・上級委員会報告書に関する調査研究報告書

（https://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/wto/3_dispute_settlement/33_panel_kenkyukai/2007/07-3.pdf）も参照。 
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（（44））中中国国‐‐出出版版物物・・音音響響映映像像娯娯楽楽製製品品のの貿貿易易権権・・流流通通ササーービビスス（（  DDSS336633  ））4 
  
中国は WTO 加盟に当たり、加盟後 3 年以内に、外資企業に対して出版物（本、新聞等）、音響映像製品（ CD、DVD 

等）に係る輸入・流通業への従事を認めることを約束したが、依然として同事業の主体を中国国営企業及び中国資本が

過半数を占める企業に限定している。2007 年 4 月、米国は、中国の著作物に係る輸入・流通規制について、知的財産権

制度問題（ DS362 ）と同じタイミングで、中国に対して WTO 協定に基づく協議要請を実施した。その後、二国間協議

では解決に至らず、同年 10 月に米国がパネル設置を要請。11 月の WTO 紛争解決機関会合でパネルが設置された。 
2009 年 8 月、パネルは、GATS に関し主として次の 4点を 17 条（内国民待遇）違反と認定した。 
①中国は GATS 上、流通（卸売）サービスの第 3 モード、内国民待遇を制限なく約束している一方、中国に存在する

外資企業が実質的に輸入出版物の流通に従事できないこと。 
②中国は流通（卸売、小売）サービスの内国民待遇を制限なく約束しているにもかかわらず、master distribution 
（出版物を販売しようとする際、排他的出版権者（ master distributor ）の承認が必要となる流通形態）への外資企

業の従事を禁止していること。 
③出版物の卸売業に従事する際の外資事業者のみに課す差別的な最低資本要件、操業期間制限。（なお、出版物の電

子的形態での流通への外資企業の従事を禁止する措置についても、GATS 17 条違反を構成しうるとパネルは判断し

たが、米国は外資企業が電子的形態での流通に従事できないという点について立証が不十分としてこの点について

の主張は退けた。） 
④中国は約束表の中の「音響映像サービス」項目下で「音声記録製品配給サービス（ Sound recording distribution 

services ）」を約束しているところ、これには非有体物としての音声記録製品の流通、特にインターネット等の技

術を用いた電子的形態での流通も含まれるものと解釈されるにもかかわらず、外資事業者に音声記録製品の流通、

特にインターネット等の技術を用いた電子的形態での流通への従事を認めないこと。 
さらに、パネルは、中国が外資企業者による、録画像の配給サービスへの合弁出資を出資比率の制限なく認めている

にもかかわらず、ビデオや DVD 等の音響映像娯楽製品（ Audiovisual home entertainment products ）の流通について、

外資過半出資形態を認めていない措置に関し、GATS 16 条及び 17 条に違反するとした。（なお、中国は、Sound 
recording distribution services に電子的形態での流通も含まれるというパネルの判断について上級委員会に上訴を行った

が、上級委員会はパネルの判断を支持した。）最終的に 2009 年 12 月に中国の協定義務違反が確定し、DSB 勧告の履行

措置期間は 2011 年 3 月19 日とされた。 
その後、中国は、2012 年 2 月 22 日の WTO 紛争解決機関会合において、DSB 勧告を大部分履行したこと及び米中両

国が 2012 年 2 月 18 日に紛争解決に向けた覚書に合意したことを表明した。同年 5 月 9 日に、米中両国が紛争解決機関

議長宛に発出した共同コミュニケーションによれば、同覚書の内容には、中国政府が定める外国映画の年間配給制限枠

（利益配分方式での輸入の承認）の 20 本とは別に、IMAX や3D などの高精細な映画の輸入を少なくとも年間 14 本認め

ること、中国での映画の興行収入に関し、映画のプロデューサーに対する収益配分を 25 %に引き上げること、外国映画

の配給に関し、民間企業を含む中国企業の参入も認められるようにしていくこと、米中両国は、5 年後に覚書の主要な

要素について協議を行い、中国の DSB 勧告の問題を議論すること等が含まれている。同年 5 月 24 日の WTO 紛争解決機

関会合において、中国は、DSB 勧告を全て履行したと表明した。一方、米国は、米中両国で合意した覚書は、重要な進

展を示すものではあるが、最終的な解決ではないと表明している。 
我が国としては、米中両国の動向に留意しつつ、中国の関連法制度の改正動向や施行状況等を注視するとともに、二

国間政策対話等により、更なる外資規制の緩和を働きかけている。 
 

（（55））中中国国‐‐電電子子決決済済ササーービビススにに関関すするる規規制制（（  DDSS441133  ））5 
  
中国政府は、国内での元建て取引のための電子決済サービスを銀聯（チャイナ・ユニオン・ペイ）に独占させるべく

各種の措置を実施しており、米国はこれらの制約が、中国のサービス約束表における市場アクセス原則（ GATS 16 条）

 
4 本事件に関しては、粟津卓郎「中国－出版物及び音響製品の貿易権及び流通サービスに関する措置」 2011 年度 WTO パネル・上級委員会報告書に関する調

査研究報告書（https://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/wto/3_dispute_settlement/33_panel_kenkyukai/2011/11-7.pdf）も参照。 
5 本件に関しては、濱本正太郎「DS413 中国―電子決済サービスに関する措置 パネル報告(WT/DS413/R)」 2012 年度 WTO パネル・上級委報告書に関する調

査研究報告書（https://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/wto/3_dispute_settlement/33_panel_kenkyukai/2012/12-10.pdf）も参照。 
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及び内国民待遇原則（ GATS 17 条） に違反するとして、2010 年 9 月 15 日に中国に対して WTO における協議要請を行

い、2011 年 3 月 25 日にパネルが設置された。日本は第三国参加している（その他、豪州、エクアドル、EU、インド、

グアテマラ、韓国が第三国参加。）。 
米国によれば、中国では、外国企業が独自の支払いネットワークを築いて電子決済サービスを提供したり、現地通貨

（人民元）での取引を行ったりすることができない。したがって、外国企業は、中国のオペレーターとジョイントベン

チャーを組み、中国の独占支払ネットワーク（銀聯：チャイナ・ユニオン・ペイ）を通じて支払いを行わなければなら

ないとされている。米国は、これらの規制は、2006 年 12 月 11 日までに外国金融機関に対し全ての支払い及び送金のサ

ービス（クレジット・カード、チャージ・カード、デビット・カードを含む）の提供を外国通貨及び現地通貨について

認めると合意した中国の WTO 加盟時の約束に一致しないものであると考えた。米国が問題視している主な措置は、以

下のとおり。 
①国内での元建て取引のための電子決済を行う際に銀聯の使用を義務付け、又は中国銀聯会社を唯一の電子決済サー

ビスの提供者として確立すること（銀聯を通じた元建て決済の義務化）。 
②カード発行会社に対し、中国で発行されるペイメントカード（銀行カード、クレジット・カード、チャージ・カー

ド、デビット・カード等）には銀聯ロゴを貼付するように義務付けること。また、ペイメントカード発行者は銀聯

システムへのアクセスを備えていなければならない。 
③すべての ATM 等において銀聯ロゴを貼付し、そしてそこで銀聯カードが使用できるように義務付けること。 
④アクワイアラー（加盟店契約業者）に対し、銀聯ロゴを掲示すること及び銀聯ロゴの貼付されたすべてのペイメン

トカードを受け入れるように義務付けること。 
⑤銀聯カード以外のカードを使用した地域間・銀行間取引を禁止していること。 
⑥中国で発行された銀行カードを使用したマカオ・香港でのあらゆる元建て取引及びマカオ・香港で発行された銀行

カードを使用した中国国内でのあらゆる元建て取引は銀聯を通じて行うように義務付けること。 
上記のような措置が中国の WTO 加盟時の約束に違反しているといえるか否かは、まず、電子決済サービスの提供や

現地通貨取引が WTO サービス分類上で、どの分類に属すると解されるかによる。 
米国は、当該サービスは、「すべての支払及び送金のサービス（クレジット・カード、チャージ・カード及びデビッ

ト・カードを含む）」に該当し、「すべての支払及び送金のサービス（クレジット・カード、チャージ・カード及びデ

ビット・カードを含む）」については、中国は WTO 加盟時の約束表で、市場アクセス及び内国民待遇を与えると約束

していると主張している。 
中国は、外国企業に対し、人民元銀行カード及び決済市場を開放することについて約束はしておらず、当該サービス

は、金融サービスに関する附属書の「金融資産（有価証券、派生商品その他の譲渡可能な証書を含む）のための決済及

び清算のサービス」に分類されると主張している。 
パネル報告書は 2012 年 7 月 16 日に加盟国に配布され、米国・中国のいずれからも上級委に付託する旨の申立てがさ

れずに、同年 8 月 31 日の DSB 会合で採択された。 
パネルは、第一に、中国の約束表その文言について通常の意味及び文脈・協定の目的を踏まえて解釈し、「すべての

支払及び送金のサービス（クレジット・カード、チャージ・カード及びデビット・カードを含む）」に電子決済サービ

スが該当すると認めた。 
第二に、パネルは、米国が主張する上記①～⑥の措置が存在するかどうかを検討し、②、③、④及び⑥の措置の存在

を認定したものの、①及び⑤については、米国が指摘する各法律文書を検討しても、元建ての電子決済取引について、

銀聯を唯一のサービス提供者として確立したり、それ以外のサービス提供者の使用を禁止したりするものではないとし

て、そのような措置の存在を認めなかった。 
第三に、パネルは、⑥の措置については、一定の取引について銀聯を独占サービス提供者とするものとして、サービ

ス提供者の数の制限を禁じる GATS 16条 2 項( a )条に違反すると判断した。 
第四に、パネルは、②、③及び④の措置については、他の加盟国の同種の電子決済サービス提供者を銀聯より不利に

扱うものであるとして、GATS 17 条 1 項に違反すると判断した。 
以上のパネル報告書を受けて、米国と中国は、その履行のための期間をパネル報告書の採択の日（ 2012 年 8 月 31 日）

から 11 か月、すなわち、2013 年 7 月 31 日とすることを合意した。2013 年 7 月 23 日の WTO 紛争解決機関会合におい

て、中国は、DSB 勧告を全て履行したと表明したが、米国は、中国の主張に同意せず、中国の措置を監視・レビューす
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ると表明した。同年 8 月 19 日、米国と中国は、本件については二国間で協議することで合意した旨紛争解決機関に通知

した。 
 

（（66））アアルルゼゼンンチチンン‐‐金金融融ササーービビスス（（  DDSS445533  ））6 
  
アルゼンチンが所得・利益税法に基づき、様々な措置を特定国に対してのみ適用していることについて、パナマは、

それらの措置が、GATS 上の最恵国待遇（ 2 条）、支払い及び資金移動（ 11 条）、市場アクセス（ 16 条）及び内国民

待遇（ 17 条）、また GATTのいくつかの規定にも違反しているとして、2012 年 12月 12 日に協議要請を行い、翌 2013 
年 6 月 25 日にパネルが設置された。この紛争は、租税に関する透明性確保の目的によりアルゼンチンと情報を交換しな

い国・地域（「非協力国・地域」）からのサービス及びサービス提供者に対して主に課される金融、税制、外国為替及

び登録措置に関するものであり、具体的には、 
①支払利子や報酬に関する源泉徴収税 
②財産の不当な増加の推定 
③移転価格に基づく取引価格の評価 
④支出の配分のための支払受取ルール 
⑤再保険サービスに関する要件 
⑥アルゼンチンの資本市場へのアクセスのための要件 
⑦支店の登録要件 
⑧外国為替認可要件 
の 8 つの措置が議論の対象となった。 
2015 年 9 月 30 日に加盟国に配布されたパネル報告書における判断の概要は次のとおり。 
第一に、パネルは、①～⑧の全ての措置が、アルゼンチンが、非協力国・地域のサービス及びサービス提供者に対し、

協力国・地域の同種のサービス及びサービス提供者に比して不利な待遇を与えていることを理由に、GATS  2 条 1 項の

最恵国待遇違反であると認めた。 
第二に、パネルは、②③④の措置については、アルゼンチンが、特定の約束を行っている関連サービス提供及び態様

において、非協力国・地域のサービス又はサービス提供者と比較して、アルゼンチンの同種のサービス又はサービス提

供者にとって有利な競争条件にしていないことを理由に、GATS  17 条の内国民待遇違反ではないと認めた。 
なお、パネルは、パナマによる⑤の措置に関する市場アクセスの主張については、( 1 )サービス提供者の数の制限

（ GATS 16 条 2 項( a )）に関しては、⑤が本条項の対象外であること、(2) GATS 16 条 1 項に関してはパナマ側が一応の

主張立証ができなかったことを理由に棄却した。 
また、パネルは、アルゼンチン側の主張について、第一に、①②③④⑦⑧の措置について、アルゼンチンが協力国と

非協力国を指定することにより生じるゆがみは、恣意的な差別を禁じる GATS 14 条柱書の趣旨に合致しないことから、

同条( c )により正当化されないと判断した。 
第二に、パネルは、⑤⑥の措置は、信用秩序維持（プルーデンス理由）を目的とする措置であるとしたアルゼンチン

の主張に対して、措置と信用秩序維持目的との間に合理的な関連性が認められず、「信用秩序の維持」のために取られ

た措置と言えないため、結論として金融サービス附属書のパラ 2( a )によって正当化されないと判断した。 
さらに、パネルは、アルゼンチンによる GATS 14 条( d )に拠る抗弁には、②③④の措置がそもそも GATS 17 条の内国

民待遇規定に不適合であるといえないとしたことから訴訟経済を行使し、判断しなかった。 
このパネル報告書を受け、2015 年 10 月 27 日、パナマは上級委員会に上訴を DSB に通知し、またアルゼンチンも、

2015 年 11 月 2 日に反訴を通知した。2016 年 4 月 14 日に加盟国に配布された上級委報告書における判断の概要は次のと

おり。 
上級委は、措置がサービス又はサービス提供者の原産国のみに基づいて区別をしている場合には、同種性が推定され

るが、パネルはそのことを認定しておらず、にもかかわらず「同種性」の推定を行ったことは誤りであったとし、①～

 
6 本件に関しては、福永有夏「アルゼンチン‐物品・サービス貿易に関する措置」 2016 年度 WTO パネル・上級委員会報告書に関する調査研究報告書

（https://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/wto/3_dispute_settlement/33_panel_kenkyukai/2016/16-2.pdf）も参照。 
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主張立証ができなかったことを理由に棄却した。 
また、パネルは、アルゼンチン側の主張について、第一に、①②③④⑦⑧の措置について、アルゼンチンが協力国と
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第二に、パネルは、⑤⑥の措置は、信用秩序維持（プルーデンス理由）を目的とする措置であるとしたアルゼンチン

の主張に対して、措置と信用秩序維持目的との間に合理的な関連性が認められず、「信用秩序の維持」のために取られ

た措置と言えないため、結論として金融サービス附属書のパラ 2( a )によって正当化されないと判断した。 
さらに、パネルは、アルゼンチンによる GATS 14 条( d )に拠る抗弁には、②③④の措置がそもそも GATS 17 条の内国

民待遇規定に不適合であるといえないとしたことから訴訟経済を行使し、判断しなかった。 
このパネル報告書を受け、2015 年 10 月 27 日、パナマは上級委員会に上訴を DSB に通知し、またアルゼンチンも、

2015 年 11 月 2 日に反訴を通知した。2016 年 4 月 14 日に加盟国に配布された上級委報告書における判断の概要は次のと
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上級委は、措置がサービス又はサービス提供者の原産国のみに基づいて区別をしている場合には、同種性が推定され

るが、パネルはそのことを認定しておらず、にもかかわらず「同種性」の推定を行ったことは誤りであったとし、①～

 
6 本件に関しては、福永有夏「アルゼンチン‐物品・サービス貿易に関する措置」 2016 年度 WTO パネル・上級委員会報告書に関する調査研究報告書

（https://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/wto/3_dispute_settlement/33_panel_kenkyukai/2016/16-2.pdf）も参照。 
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⑧の措置 が GATS 2 条第 1 項に違反するとのパネル認定を取り消した。同時に、GATS 17 条の「同種性」に係るパネル

認定は GATS 2 条  1 項に係るパネル認定を基礎としていることから、GATS 17 条違反に関するパネル認定も取り消した。 
 

（（77））EEUU‐‐エエネネルルギギーー産産業業にに関関すするる措措置置（（  DDSS447766  ））7 
  
本件は、2014 年 4 月に、ロシアが、EU によるガス産業規制の WTO 協定（主に GATS ）整合性を問題として協議要

請した事案である。問題となった措置は以下の 3 種に大別できる。 
・EU が 2009 年 7 月に制定した「第三次エネルギー・パッケージ」と呼ばれるガス・電気に関する一連の指令・規則

のうち、ガス関連の指令（域内天然ガス市場の共通規定に関する指令 2009 年 73 号）（以下、ガス指令）に基づく

各種措置 
・ガス指令を履行するための EU 加盟国の一部（クロアチア、ハンガリー、リトアニアの 3 か国）の国内措置、及び 
・優先エネルギー・インフラストラクチャ―・プロジェクトの指定に関する欧州横断エネルギー・ネットワーク

( Trans-European Networks for Energy )規則に基づく措置（ TEN-E 措置）。 
2018 年 8 月に公表されたパネル報告書の概要は以下のとおり。 
 

①①  分分離離措措置置  
（（aa））ガガスス指指令令上上のの分分離離措措置置  
ガス指令は、天然ガスを生産・供給する垂直統合型事業者( Vertically Integrated Undertaking( VIU )） を対象として、

ガス生産・供給事業と、輸送システム運営事業者( Transmission System Operator（     TSO )）又は輸送システムとを分離

させる規制（分離規制）を導入した。 
具体的な分離の形態については、原則として ( i ) だが、例外的に、2009 年 9 月 3 日時点で VIU に属している輸送シス

テムについては、 (ⅱ) 又は (ⅲ) のいずれか、又は双方の選択も許容される。 
（i）所有権分離（ Ownership Unbundling ( OU ）モデル)：生産・供給事業者は、輸送システムの所有権を有してはなら

ない。つまり、同一事業者が、輸送事業と生産・供給事業の双方について支配・権利保有してはならない。 
（ii）独立システム運営事業者（ ISO ）モデル：VIU が輸送システムの所有権は有したまま、システム運営を独立事業

者に委任する方式。 
（iii） 独立輸送運営事業者( ITO )モデル：VIU の関係会社に輸送システムを所有・運営させる方式。（すなわち、VIU 

は、輸送システムの保有・運営事業者に対する支配を維持できる。ただし、輸送システム事業者の輸送事業に関す

る意思決定は、一定程度 VIU から独立している必要がある。） 
ロシアは、ガス指令による分離措置は、EU 加盟国に対して、OU モデルのみを導入するか、その他 2 モデルも導入す

るかという選択を可能にすることによって、OU モデルのみを導入した EU 加盟国においてサービスを提供していたロシ

アのパイプライン輸送サービス提供者を、他の 2 モデルも導入した他の EU 加盟国でサービスを提供している他のEU 非
加盟国のパイプライン輸送サービス提供者に比して差別し（ GATS  2 条 1 項）、また、ロシア産天然ガスを他の非 EU 
加盟国産又は EU 加盟国産天然ガスに比して差別する（GATT 3 条 4 項、 1 条 1 項）、と主張した。 
 
＜＜前前提提：：WWTTOO  協協定定整整合合性性をを検検討討すするる地地域域レレベベルル＞＞  
まず、EU は、EU 指令は各 EU 加盟国の国内法で執行されて初めて天然ガスの販売やパイプライン輸送サービスに関

する条件を決定する効果を有するため、協定整合性は、EU 全域ではなく、各国領域単位でのみ判断されるべきである

（かつ、各国領域単位ではサービス・サービス事業者の国籍による差別は存在しえない）と主張した。しかし、パネル

は、ガス指令上の分離措置は、EU 全域に適用され、EU 加盟国に分離措置の執行という法的義務を課すという規制効果

を有することから、ガス指令上の分離措置の協定整合性を EU 全域との関係で検討すると判示した。 
 
＜＜GGAATTSS    22  条条  11  項項＞＞  
ロシアは、パイプライン輸送サービスの第 3 モードに関して GATS 上の最恵国待遇義務違反を主張しているところ、

 
7 本件に関しては、石川義道「EU 及びその加盟国－エネルギー分野に関連する措置（DS476）パネル判断」 2018 年度 WTO パネル・上級委員会報告書に関

する調査研究報告書（https://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/wto/3_dispute_settlement/33_panel_kenkyukai/2018/18-4.pdf）も参照。 
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第 3 モードのサービス提供には、( i )サービス輸入国に所在する業務上の拠点( commercial presence ）(例：TSO ）( GATS 
1 条 2 項( c ))、同条 28 条( d )）と(ⅱ)業務上の拠点を通じてサービスを提供するサービス輸出国の自然人・法人(例：VIU）

という 2 つのタイプの事業体が関与するため、どの事業体に対する待遇を検討すべきかが争点となった。パネルは、

GATS 上、サービス・サービス提供者に対する待遇に関して着目すべき事業体は、個別事案における申立てや措置の内

容によって決まるとしつつ、本件分離措置に関しては、VIU に対する取扱いを完全に無視することはできないが、TSO 
を「所有( own )」（持分過半数保有）・「支配( control ) 」（取締役過半数指名権限等）( GATS 28 条 ( a )( i )( ii )する VIU 
についてのみ考慮すれば足りるとした。 
次に、OU モデルとその他のモデルで、パイプライン輸送サービス・同サービス提供者に対する待遇（競争条件に与

える影響）に差があるかに関して、OU モデルでは、VIU は、生産・供給機能を継続するか、業務上の拠点( TSO )を通

じてパイプライン輸送サービスを継続するかを選択する法的必要性が生じる（生産・供給事業を継続しつつ EU 市場に

おいて業務上の拠点を通じてパイプライン輸送サービスを提供することはできない）のに対し、ITO モデルではその必

要性がないので、前者は後者より、同サービス・サービス提供者に対して不利な待遇を与える、と判事した8。 
次に、分離措置が EU 加盟国に ITO モデルという選択肢を与えることで、ロシアの同サービス・サービス提供者に対

して不利な待遇を与えているといえるか、が争点となった。ロシアは、分離措置は文言上差別を規定しているわけでは

ないが、事実上( de facto )ロシアのパイプライン輸送サービス・同サービス提供者を差別すると主張しているところ、

GATS 上の事実上の差別を認定するアプローチに関して、EU は、GATT と同様に、比較対象のグループ全体同士を比較

する必要があり、また、支配的効果テスト(predominant effect test)（一方のグループが不利益待遇を支配的なシェアで受

けている場合のみ当該グループに対する不利益待遇を認めるアプローチ）がとられるべきであると主張した。この点、

パネルは、関連グループの一部同士のみを比較する（ ITO モデルに服するロシアのサービス・サービス提供者や OU モ
デルに服する他の非 EU 加盟国のサービス・サービス提供者を無視する）アプローチは問題があり、本件でもグループ

全体同士の比較が必要であるとしたが、他方で、支配的効果テストは措置の設計・構造・予想される運用を示すための

唯一の立証方法ではなく、特に特定の産業におけるサービス提供者数が限られる場合には限定的な適用事例も関連証拠

となりうることは否定されない、とした。 
そのうえで、そもそもロシアが挙げている不利益待遇の個別事例は、関連 VIU が TSO を「所有」・「支配」しておら

ずロシアのサービス・サービス提供者に関する事例といえないこと、OU モデルに限らず ITO モデルについてもロシア

の VIU が影響を受けた事例は他国の VIU の事例より多いこと（これは、措置の設計等よりも、ロシアのサービス提供者

が他国のサービス提供者よりも優位な商業的な地位を得ていたというガス指令発効時点の EU 市場の状況を反映してい

る） 等に基づき、措置の設計・構造・予想される運用上、ロシアのパイプライン輸送サービス・同サービス提供者に対

する事実上の不利益待遇があるとは認められないとし、結論として、ガス指令上の分離規制について GATS 2 条 1 項不

整合性を認めなかった。 
 

＜＜GGAATTTT  11  条条  11  項項、、  33  条条  44  項項＞＞  
ロシアは、OU モデルでは VIU はTSO を所有・支配できないが、他の 2 モデルでは VIU はTSO の支配等によって自社

の天然ガスの輸送・供給を促進できるため、前者は後者より VIU の天然ガスに不利な待遇を与えると主張した。しかし、

パネルは、他の 2 モデルでは TSO にパイプラインに対する第三者アクセスを許容する義務が課されていること等から、

VIU が自社の天然ガスの輸送・供給について競争上の利益を得るとはいえないとし、モデル間の VIU の天然ガスに対す

る待遇の差を認めず、事実上の差別の有無についてさらに検討する必要はないとし、GATT  1 条 1 項・3 条 4 項不整合性

を認めなかった。 
 

（（bb））33  かか国国にによよるる分分離離措措置置  
ロシアは、クロアチア・リトアニア・ハンガリーの 3 か国 9（又はその一部）がそれぞれ実施した分離措置は、①パイ

プライン輸送サービス提供者数（GATS  16 条 2 項( a )）、②サービスを提供する法的事業体の形態（同条項( e )）、及び

 
8 なお、ISO モデルについては、パイプライン輸送サービスを提供するのは独立した ISO であり、VIU が（ ISO を通じて）同サービスを継続できるとは

いえないので、OU モデルと ISO モデルには VIU に対する待遇の差はないと認定し、ロシアのサービス・サービス提供者に対する事実上の不利益待遇

の有無の検討に進まなかった。 
9 3 か国は、GATS 約束表上、パイプライン輸送サービスの第 3 モードについて、市場アクセス・内国民待遇義務に関し、全部ないし一部自由化を約束

している。 
440

第Ⅱ部 WTO 協定と主要ケース



 

440 

第 3 モードのサービス提供には、( i )サービス輸入国に所在する業務上の拠点( commercial presence ）(例：TSO ）( GATS 
1 条 2 項( c ))、同条 28 条( d )）と(ⅱ)業務上の拠点を通じてサービスを提供するサービス輸出国の自然人・法人(例：VIU）

という 2 つのタイプの事業体が関与するため、どの事業体に対する待遇を検討すべきかが争点となった。パネルは、

GATS 上、サービス・サービス提供者に対する待遇に関して着目すべき事業体は、個別事案における申立てや措置の内

容によって決まるとしつつ、本件分離措置に関しては、VIU に対する取扱いを完全に無視することはできないが、TSO 
を「所有( own )」（持分過半数保有）・「支配( control ) 」（取締役過半数指名権限等）( GATS 28 条 ( a )( i )( ii )する VIU 
についてのみ考慮すれば足りるとした。 
次に、OU モデルとその他のモデルで、パイプライン輸送サービス・同サービス提供者に対する待遇（競争条件に与

える影響）に差があるかに関して、OU モデルでは、VIU は、生産・供給機能を継続するか、業務上の拠点( TSO )を通

じてパイプライン輸送サービスを継続するかを選択する法的必要性が生じる（生産・供給事業を継続しつつ EU 市場に

おいて業務上の拠点を通じてパイプライン輸送サービスを提供することはできない）のに対し、ITO モデルではその必

要性がないので、前者は後者より、同サービス・サービス提供者に対して不利な待遇を与える、と判事した8。 
次に、分離措置が EU 加盟国に ITO モデルという選択肢を与えることで、ロシアの同サービス・サービス提供者に対

して不利な待遇を与えているといえるか、が争点となった。ロシアは、分離措置は文言上差別を規定しているわけでは

ないが、事実上( de facto )ロシアのパイプライン輸送サービス・同サービス提供者を差別すると主張しているところ、

GATS 上の事実上の差別を認定するアプローチに関して、EU は、GATT と同様に、比較対象のグループ全体同士を比較

する必要があり、また、支配的効果テスト(predominant effect test)（一方のグループが不利益待遇を支配的なシェアで受

けている場合のみ当該グループに対する不利益待遇を認めるアプローチ）がとられるべきであると主張した。この点、

パネルは、関連グループの一部同士のみを比較する（ ITO モデルに服するロシアのサービス・サービス提供者や OU モ
デルに服する他の非 EU 加盟国のサービス・サービス提供者を無視する）アプローチは問題があり、本件でもグループ

全体同士の比較が必要であるとしたが、他方で、支配的効果テストは措置の設計・構造・予想される運用を示すための

唯一の立証方法ではなく、特に特定の産業におけるサービス提供者数が限られる場合には限定的な適用事例も関連証拠

となりうることは否定されない、とした。 
そのうえで、そもそもロシアが挙げている不利益待遇の個別事例は、関連 VIU が TSO を「所有」・「支配」しておら

ずロシアのサービス・サービス提供者に関する事例といえないこと、OU モデルに限らず ITO モデルについてもロシア

の VIU が影響を受けた事例は他国の VIU の事例より多いこと（これは、措置の設計等よりも、ロシアのサービス提供者

が他国のサービス提供者よりも優位な商業的な地位を得ていたというガス指令発効時点の EU 市場の状況を反映してい

る） 等に基づき、措置の設計・構造・予想される運用上、ロシアのパイプライン輸送サービス・同サービス提供者に対

する事実上の不利益待遇があるとは認められないとし、結論として、ガス指令上の分離規制について GATS 2 条 1 項不

整合性を認めなかった。 
 

＜＜GGAATTTT  11  条条  11  項項、、  33  条条  44  項項＞＞  
ロシアは、OU モデルでは VIU はTSO を所有・支配できないが、他の 2 モデルでは VIU はTSO の支配等によって自社

の天然ガスの輸送・供給を促進できるため、前者は後者より VIU の天然ガスに不利な待遇を与えると主張した。しかし、

パネルは、他の 2 モデルでは TSO にパイプラインに対する第三者アクセスを許容する義務が課されていること等から、

VIU が自社の天然ガスの輸送・供給について競争上の利益を得るとはいえないとし、モデル間の VIU の天然ガスに対す

る待遇の差を認めず、事実上の差別の有無についてさらに検討する必要はないとし、GATT  1 条 1 項・3 条 4 項不整合性

を認めなかった。 
 

（（bb））33  かか国国にによよるる分分離離措措置置  
ロシアは、クロアチア・リトアニア・ハンガリーの 3 か国 9（又はその一部）がそれぞれ実施した分離措置は、①パイ

プライン輸送サービス提供者数（GATS  16 条 2 項( a )）、②サービスを提供する法的事業体の形態（同条項( e )）、及び

 
8 なお、ISO モデルについては、パイプライン輸送サービスを提供するのは独立した ISO であり、VIU が（ ISO を通じて）同サービスを継続できるとは

いえないので、OU モデルと ISO モデルには VIU に対する待遇の差はないと認定し、ロシアのサービス・サービス提供者に対する事実上の不利益待遇

の有無の検討に進まなかった。 
9 3 か国は、GATS 約束表上、パイプライン輸送サービスの第 3 モードについて、市場アクセス・内国民待遇義務に関し、全部ないし一部自由化を約束

している。 
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③外国資本の参加（同条項( f )）を制限し協定不整合である、と主張したが、パネルは以下の理由でいずれの主張も認め

なかった。 
 16 条 2 項( a )（提供者数の制限）：現在クロアチア・リトアニア各国においてパイプライン輸送事業者が国有の独占

企業 1 社しか存在しないという事実だけでは、分離措置が性質上、提供者数を限定するものであるとは立証できていな

い。 
 16 条 2 項( e )（事業体の形態）：同条項は、サービス提供者がサービスを提供するための法的事業体の種類（法的形

態( legal form )）を明確に定める措置を対象とし、法的事業体に影響を与える（何かを行うよう要求する・何かを行うこ

とを制限する等）すべての措置を対象とするわけではない。分離措置は、VIU による TSO の所有・支配が可能か否かを

規定するが、所有・支配それ自体は事業体の法的形態を示唆するわけではないので、事業体の法的形態を定めるものと

はいえず、同条項(e)の対象措置には当たらない。 
16 条2 項( f )（外国資本の参加）：「外国の( foreign )資本」という条文文言の通常の意味や、同条項  ( a ) - ( e ) 各号は原

産地中立的な規定であるという文脈を考慮すると、( f )号は、外国資本であることを理由とした資本参加制限に限定して

適用される。3 か国の国内法はいずれも原産地中立的な形で規定されているので、同条項( f )の適用対象ではない。 
 

②②  33  かか国国にによよるる公公的的機機関関措措置置  
ガス指令上、政府又は公的機関が VIU の支配権を有する場合に限り、異なる公的機関を通してであれば、 VIU は TSO 

及び生産・供給事業の双方を所有・支配できる（分離義務が免除される）（公的機関措置）。ロシアは、公的機関措置

は EU加盟国の公的機関についてのみ適用されるとし、3 か国による公的機関措置について、パイプライン輸送サービス

提供者に対する内外差別（ GATS 17 条違反）に当たると主張した。 
パネルは、不利益待遇要件に関して、ロシアが、( i )公的機関措置が分離措置の「例外」にあたり、かつ、( ii ) 国内サ

ービス提供者にのみ適用され、他国サービス提供者に不利に競争条件を変更していることを立証する必要があるが、必

要があるが、公的機関措置は、TSO 又は輸送システムを支配する公的機関と、生産・供給事業に関わる公的機関が完全

に分離することを求めており、輸送機能と生産・供給機能の分離確保を求める点で分離措置と機能的に同等なので、分

離措置の「例外」に当たらず、かつ、ガス指令及び国内法上、公的機関措置の適用対象がEU 加盟国の公的機関に限定

されていることも立証できていないとして、不利益待遇を認めず、GATS  17 条不整合性を認めなかった。 
 

③③  ガガスス指指令令上上のの液液化化天天然然ガガスス（（  LLNNGG  ））措措置置  
ガス指令上、LNG 施設・LNG システム運営者は、定義上分離措置の対象である TSO 及び輸送システムに含まれず、

LNG については、VIU は生産・供給事業と輸送システムの双方を所有・支配できる。ロシアは、他の EU 非加盟国が 
EU に輸出する LNG は、ロシア産天然ガスに供与されない「利益」を得ているため、最恵国待遇原則（ GATT  1 条 1 項）

に違反すると主張したが、パネルは、HS コードや輸送形態が異なること等から、LNG と天然ガスは同種の産品である

とは認められず、他の要件の判断は不要とし、当該主張を認めなかった。 
 

④④  ガガスス指指令令上上ののイインンフフララ免免除除措措置置  
ガス指令上、新規の国家間連携パイプライン等の一定の主要な天然ガス施設は、分離措置等の適用を除外される（イ

ンフラ免除措置）。ロシアは、複数の具体的な個別事例における、各国の関連規制機関（ NRA ） 及び欧州委員会によ

るインフラ免除措置の適用に関する決定について、ガス指令を一律・公平・合理的な方法で実施していない点で GATT 
10 条3 項( a )に不整合であり、また、他の EU 非加盟国の同種サービス・物品に比してロシアのパイプライン輸送サービ

ス提供者やロシア産天然ガスに不利になるように、一貫性を欠いた差別的な方法でガス指令を適用している点で、最恵

国待遇義務（GATS 2 条 1 項、GATT 1 条 1 項）に違反する、と主張した。 
パネルは、ロシアの主張は、インフラ免除措置の「実施」( administration )ではなく、適用基準の実体的な側面に関す

るものなので、GATT 10 条 3 項( a )の射程外であると判示した。また、ロシアが挙げた各決定を検討し、ガス指令が一貫

性を欠き差別的に適用されていることは立証できていないとし、最恵国待遇義務違反も認めなかった。 
さらに、ロシアは、特定のロシア事業者( Gazprom )が出資したパイプラインに対するインフラ免除措置の決定におい

て、欧州委員会の指示によりドイツの NRA が、( i ) Gazprom を含む支配的事業者に対する出口容量の割当てに上限

（ 50 ％以下）を課し、また、( ii )上限を超えて割り当てる場合は、当該支配的事業者が、一定量のガスを競合事業者に
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固定価格で売却しパイプラインの相当容量を解放する義務を負う、という条件を課した点について、ロシア産天然ガス

の輸入規制であり GATT 11 条 1 項に違反する、と主張した。 
この点、パネルは、割当容量は当該容量を使用して輸送される天然ガスの量に影響すること、特に天然ガスやパイプ

ライン輸送の性質上、容量に対するアクセス条件は、輸入国市場に入る地点( entry point )と関連づけられている場合、産

品の輸入に対する制限的効果を持ちうること、本件パイプラインについては、容量の独占的使用者は Gazprom であり、

輸送されている同事業者の天然ガスは全てロシア産であること、容量の上限賦課はガス売却・容量解放義務によって補

強されていること等から、これらの 2 条件はロシア産天然ガスの輸入制限にあたるとし、GATT 11 条 1 項不整合性を認

めた。 
 

⑤⑤上上流流パパイイププラライインン・・ネネッットトワワーークク（（  UUPPNN  ））措措置置  
ガス指令上、UPN（天然ガスの生産や精製プラント等への運搬のために使用されるパイプラインやネットワーク）は、

「輸送」の定義から外れ分離措置の適用を受けず、VIU は、天然ガスの生産・供給事業と UPN システムの両方を所有・

支配できる（ UPN 措置）。ロシアは、UPN 措置により、UPN 運営者を支配する VIU は、輸出パイプライン・ネット

ワークの開発や EU 市場におけるガスの供給・販売の管理を自身が適切と 考える態様で行えることなどから、UPN によ

って他のEU 非加盟国又は EU 加盟国がEU に輸出する天然ガスは、パイプライン輸送によって輸出されるロシア産天然

ガスよりも有利な競争機会を得ているとして、最恵国待遇義務（GATT 1 条 1 項）及び内国民待遇義務（同 3 条 4 項）に

違反すると主張した。しかし、パネルは、ロシアの上記主張は、なぜ UPN による天然ガスの輸送に対して有利な条件が

創出されるといえるのかを説明できていないとし、いずれの主張も認めなかった。 
 

⑥⑥  第第三三国国認認証証措措置置  
（（aa））ガガスス指指令令上上のの第第三三国国認認証証措措置置  
ガス指令上、第三国（非 EU 加盟国）が支配する TSO や輸送システム保有者が認証を要請する場合、関連NRA は、当

該加盟国及び EU のエネルギー供給の安全性にリスクが生じる場合は認証を拒絶する必要があり、また、認証について

決定前に欧州委員会の意見を求める義務がある（第三国認証措置）。ロシアは、欧州委員会が各国 NRA の認証決定案を

審査し意見を述べる際に、ロシアのパイプライン輸送サービス提供者に関する1 件の認証においてエネルギー供給の安

全性の評価を求めながら、その他の第三国の同サービス提供者に関する5 件の認証については求めなかった点について、

事実上の内外差別（ GATS 2 条 1 項）に当たると主張した。 
パネルは、適用事例の単なる指摘だけでは、措置の設計・構造・予定されている運用に照らしてロシアのサービス・

サービス提供者に対して競争条件が不利に変更されたことを立証できるわけではないこと、ロシアがロシア事業者の事

例として挙げた1 件の認証決定は、ロシア事業者が出資したのはパイプライン「保有」事業者であり、ロシアのパイプ

ライン「輸送」サービス提供者の事例とはいえないこと等から、ロシアの同サービス・サービス提供者に対する不利益

待遇があったとはいえないとし、本主張を認めなかった。 
 

（（bb））33  かか国国にによよるる第第三三国国認認証証措措置置  
3 か国による第三国認証措置の国内実施措置について、ロシアは、TSO を支配するのが外国事業者であるか国内事業

者であるかによってエネルギー供給の安全性審査の要否が異なる点は内外差別である（ GATS 17 条）と主張し、EU は、

「公の秩序の維持」のために必要な措置（ GATS 14 条( a )）として正当化されると反論した。 
パネルは、内外差別（GATS 17 条）に該当することは認めた（ EU はこの点は実質的に争わなかった） うえで、以下

の理由から、本件措置は、「公の秩序（ public order ）の維持」のために必要な措置（ GATS 14 条( a )）には該当するも

のの、同条柱書の「恣意的で正当と認められない差別」に該当するため、正当化は認められない、と判示した。 
GATS 14 条 ( a ) ：( a )のうち「公の秩序」を理由とする例外は、「社会の基本的利益」に対し「真正かつ重大な脅威」

がもたらされる場合に限り適用される（同条脚注 5 ）ところ、エネルギー供給の阻害によって社会的・経済的・政治的

な波及効果がもたらされる可能性があること等は当事者間に争いなく、エネルギー供給の安全性は「社会の基本的利益」

に当たる。また、(i)外国政府は、一定の場合には、EU におけるエネルギー供給性を確保する EU の利益と相反する、重

要な経済的・政治的利益、すなわち、EU のエネルギー供給の安全性を効果的に損なうインセンティブを 有しうること、

(ⅱ)外国事業者が支配する TSO（外資支配TSO）は、EU 法を遵守せず、又は、商業的利益に沿わない行動をとって、
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固定価格で売却しパイプラインの相当容量を解放する義務を負う、という条件を課した点について、ロシア産天然ガス

の輸入規制であり GATT 11 条 1 項に違反する、と主張した。 
この点、パネルは、割当容量は当該容量を使用して輸送される天然ガスの量に影響すること、特に天然ガスやパイプ

ライン輸送の性質上、容量に対するアクセス条件は、輸入国市場に入る地点( entry point )と関連づけられている場合、産

品の輸入に対する制限的効果を持ちうること、本件パイプラインについては、容量の独占的使用者は Gazprom であり、

輸送されている同事業者の天然ガスは全てロシア産であること、容量の上限賦課はガス売却・容量解放義務によって補

強されていること等から、これらの 2 条件はロシア産天然ガスの輸入制限にあたるとし、GATT 11 条 1 項不整合性を認

めた。 
 

⑤⑤上上流流パパイイププラライインン・・ネネッットトワワーークク（（  UUPPNN  ））措措置置  
ガス指令上、UPN（天然ガスの生産や精製プラント等への運搬のために使用されるパイプラインやネットワーク）は、

「輸送」の定義から外れ分離措置の適用を受けず、VIU は、天然ガスの生産・供給事業と UPN システムの両方を所有・

支配できる（ UPN 措置）。ロシアは、UPN 措置により、UPN 運営者を支配する VIU は、輸出パイプライン・ネット

ワークの開発や EU 市場におけるガスの供給・販売の管理を自身が適切と 考える態様で行えることなどから、UPN によ

って他のEU 非加盟国又は EU 加盟国がEU に輸出する天然ガスは、パイプライン輸送によって輸出されるロシア産天然

ガスよりも有利な競争機会を得ているとして、最恵国待遇義務（GATT 1 条 1 項）及び内国民待遇義務（同 3 条 4 項）に

違反すると主張した。しかし、パネルは、ロシアの上記主張は、なぜ UPN による天然ガスの輸送に対して有利な条件が

創出されるといえるのかを説明できていないとし、いずれの主張も認めなかった。 
 

⑥⑥  第第三三国国認認証証措措置置  
（（aa））ガガスス指指令令上上のの第第三三国国認認証証措措置置  
ガス指令上、第三国（非 EU 加盟国）が支配する TSO や輸送システム保有者が認証を要請する場合、関連NRA は、当

該加盟国及び EU のエネルギー供給の安全性にリスクが生じる場合は認証を拒絶する必要があり、また、認証について

決定前に欧州委員会の意見を求める義務がある（第三国認証措置）。ロシアは、欧州委員会が各国 NRA の認証決定案を

審査し意見を述べる際に、ロシアのパイプライン輸送サービス提供者に関する1 件の認証においてエネルギー供給の安

全性の評価を求めながら、その他の第三国の同サービス提供者に関する5 件の認証については求めなかった点について、

事実上の内外差別（ GATS 2 条 1 項）に当たると主張した。 
パネルは、適用事例の単なる指摘だけでは、措置の設計・構造・予定されている運用に照らしてロシアのサービス・

サービス提供者に対して競争条件が不利に変更されたことを立証できるわけではないこと、ロシアがロシア事業者の事

例として挙げた1 件の認証決定は、ロシア事業者が出資したのはパイプライン「保有」事業者であり、ロシアのパイプ

ライン「輸送」サービス提供者の事例とはいえないこと等から、ロシアの同サービス・サービス提供者に対する不利益

待遇があったとはいえないとし、本主張を認めなかった。 
 

（（bb））33  かか国国にによよるる第第三三国国認認証証措措置置  
3 か国による第三国認証措置の国内実施措置について、ロシアは、TSO を支配するのが外国事業者であるか国内事業

者であるかによってエネルギー供給の安全性審査の要否が異なる点は内外差別である（ GATS 17 条）と主張し、EU は、

「公の秩序の維持」のために必要な措置（ GATS 14 条( a )）として正当化されると反論した。 
パネルは、内外差別（GATS 17 条）に該当することは認めた（ EU はこの点は実質的に争わなかった） うえで、以下

の理由から、本件措置は、「公の秩序（ public order ）の維持」のために必要な措置（ GATS 14 条( a )）には該当するも

のの、同条柱書の「恣意的で正当と認められない差別」に該当するため、正当化は認められない、と判示した。 
GATS 14 条 ( a ) ：( a )のうち「公の秩序」を理由とする例外は、「社会の基本的利益」に対し「真正かつ重大な脅威」

がもたらされる場合に限り適用される（同条脚注 5 ）ところ、エネルギー供給の阻害によって社会的・経済的・政治的

な波及効果がもたらされる可能性があること等は当事者間に争いなく、エネルギー供給の安全性は「社会の基本的利益」

に当たる。また、(i)外国政府は、一定の場合には、EU におけるエネルギー供給性を確保する EU の利益と相反する、重

要な経済的・政治的利益、すなわち、EU のエネルギー供給の安全性を効果的に損なうインセンティブを 有しうること、

(ⅱ)外国事業者が支配する TSO（外資支配TSO）は、EU 法を遵守せず、又は、商業的利益に沿わない行動をとって、
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EU のエネルギー供給の安全性を効果的に損ないうること、(ⅲ)外国政府は、外資支配 TSO に対し EU のエネルギー供給

の安全性を損なうよう要求・助長する手段（自国法において、EU 法上の義務や商業的利益と相反する法的義務を課す

等）を持っていることは、いずれも合理的に推論できる。これらの状況が同時に生じると、外資支配 TSO に対する EU 
当局の調査や制裁の執行能力には限界があることも相まって、外国政府が EU のエネルギー供給の安定性を損なうよう

に外資支配 TSO に要請ないし誘導する現実のリスクがあるといえ、「真正な脅威」が 認められる。さらに、上記事態が

起きれば、エネルギーの供給に深刻な影響が生じることが合理的に推論できるため、外資による TSO の支配は、EU の
エネルギー供給の安全性に対する「真正かつ重大な脅威」にあたる。よって、第三国認証措置は「公の秩序を維持」す

るために設計された措置といえる。さらに、エネルギー供給の安定性という政策目的の重要性、明白に上記脅威に事前

に対応できる（目的貢献度がある）こと、第三国認証措置によって認証が拒絶されるのは上記脅威が認められる場合に

限られ貿易制限度は限定的であること、ロシアが提案した代替措置（TSO に対し、EUとの貿易に影響する外国政府に

よる域外適用法を遵守しない義務を課す（ブロッキング法））は、上記脅威が認められる状況では、TSO は EU 法を遵

守しないよう要請・誘導されているので、実効性がなく、同じレベルの保護を付与しうるとはいえないことに照らし、 
3 か国の第三国認証措置は、「公の秩序を維持」するために必要な内容に留まっているといえ、( a )の必要性要件も満た

す。したがって、( a )該当性は満たされる。 
GATS 14 条柱書： EU は、外国政府が、国内事業者が支配する TSO（国内支配 TSO ）に対して、EU のエネルギー供

給の安全性を損なうよう要請・誘導する脅威にも対応できるように第三国認証措置を調整する必要があったが、当該脅

威についてなんら評価していない。国内支配 TSO を介する場合の脅威は、外国支配 TSO を介する場合と比べて低いか

もしれないが、EU は、脅威が存在しない、ないし、完全な推測や仮説であることは示していない。この点は、第三国

認証措置の正当化理由や理論的根拠に整合せず、本措置は恣意的で正当と認められない差別に当たる。 
 

⑦⑦  ガガスス指指令令上上のの  TTEENN--EE  措措置置  
ロシアは、TEN-E 措置により、ロシア産以外の天然ガスを輸送するパイプラインのインフラ・プロジェクトが優先プ

ロジェクトの指定を受けているため、ロシア産天然ガスの輸入が、他の EU 非加盟国又は EU 加盟国産の天然ガスに比

して不利益な待遇を受けている（ GATT 3 条 4 項、 1 条 1 項）と主張した。これに対し、EU は、ロシアの主張を否定

し、また、たとえ本件措置が GATT  3 条 4 項や 1 条 1 項に該当するとしても、「供給が不足している産品の獲得又は分

配のために不可欠の措置」（ GATT 20 条 ( j ) 号） として正当化されると反論した。 
パネルは、TEN-E 措置は、天然ガス供給源の多様化、ひいては、単一ないし支配的な供給源に依存する状況から脱却

することを目的としていること、また、多くの EU 加盟国において現在ロシアは単独又は主要な天然ガス供給源である

ことから、同措置における優先プロジェクトの指定基準は、実務上は、一定の EU 加盟国をロシア以外の供給源と連結

するためのインフラ開発プロジェクトであるという条件を含むとし、結果、いくつかのプロジェクトは、ロシア産以外

の天然ガスを輸送するパイプライン・インフラを開発するために優先プロジェクトに指定され優遇を受けるため、TEN-
E 措置は、ロシア産天然ガスの輸送にとって条件を不利にするものであり、同措置は GATT  3 条 4 項及び 1 条 1 項に違

反すると判示した。 
また、GATT 20 条( j )号上の「供給が不足している」旨の要件につき、供給不足に陥るリスクの証明では足りず、「現

在（ currently、 presently ）」供給が不足していることの立証が求められるが、EU はこの点を立証できていないとして、

正当化を認めなかった。 
なお、ロシアは、TEN-E 措置は、ロシアのパイプライン輸送サービス・同サービス提供者を他の EU 非加盟国の同種

サービス・サービス提供者に比して差別するものであるとして最恵国待遇義務（ GATS 2 条 1 項）も主張した。パネル

は、ロシアは、インフラ・プロジェクトとパイプライン輸送サービス・サービス提供者の関連性を立証できておらず

（パイプラインが輸送サービスの提供に使用されるのはインフラが機能した後なので、パイプライン開発のためのイン

フラ・プロジェクトは、輸送サービスを包含するものでも輸送サービス提供者によって運用されるものでもない）、ま

た、ロシア事業者がロシア産天然ガスに貢献する優先プロジェクトを促進できないことが、なぜ当該事業者のパイプラ

イン輸送サービス提供者としての競争機会に悪影響を与えるのか説明していない、として当該主張を認めなかった。 
 
本件は、本パネル報告書公表後、2018 年 9 月、EU が上訴、続いてロシアが反訴し、現在上級委員会に係属中である。 
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